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１ はじめに 

 （１）事業の目的 

     日常生活上の支援が必要な高齢者が、住み慣れた地域で生きがいを持って在宅

生活を継続していくために必要となる、多様な主体による多様な生活支援サービ

スの提供体制を構築するとともに、高齢者自身を含めた地域での支え合いの活動

を支援するため、ニーズとサービスのコーディネート機能を担い、地域住民やサ

ービス提供主体と連携して支援体制の充実・強化を図る。 

 

 （２）運営にあたっての基本的な考え方 

    ・市民活動への理解と多様な理念を持つ地域のサービス提供主体の調整を適切に

行う。 

    ・地域住民のニーズにこたえるよう、公平・中立な立場で活動を行う。 

    ・国や都道府県が実施する養成研修を受講するなど、資質の向上に努める。 

 

 （３）事業内容 

    ・生活支援コーディネーターの配置 

    ・協議体の設置 

    以上の役割や機能を配置、設置することにより、多様な生活支援・介護予防サー

ビスが利用できるような地域づくりを制度的に位置づける（介護保険法）。 

    よって、生活支援・介護予防サービスの充実に向けた、ボランティア等の生活支

援の担い手の養成・発掘等の地域資源の開発やそのネットワーク化などを行う。 

    日光市では、社会福祉法人 日光市社会福祉協議会が日光市より業務を受託し、

これらの事業を実施する。 

 

 （４）生活支援コーディネータ―の配置と役割 

     日光市全域を第１層、１３の日常生活圏域を第２層とし、それぞれの区域を担

当する生活支援コーディネーター（以下「ＳＣ」という。）を配置し、介護保険法

第１１５条の４５第２項第５号の規定に基づき、次の業務を行うものとする。 

   ① 第１層生活支援コーディネーター 

     ○ 全市的な実態把握およびその必要な調査、地域分析および課題の抽出 

       ・日常生活圏域ごとに行われる地域診断の実施や社会資源として把握され

た情報の集約および可視化（データ化等）。 

       ・集約した情報から、地域分析および課題を抽出する。 

     ○ 第２層ＳＣの補完 

       ・第２層ＳＣの業務が円滑に行われるよう、平準化を図り、補完する。 

     ○ 第２層ＳＣ、行政との連携 

       ・生活支援体制整備の推進および関連する各種情報共有の円滑化を図るた

め、第２層ＳＣや委託元である日光市と綿密な連携を図る役割を担う。 

     ○ 日光市地域ケア推進会議（第１層協議体）の運営 



4 

 

   ② 第２層生活支援コーディネーター 

     ○ 地域の実態把握およびその必要な調査、地域分析および課題の抽出 

       ・日常生活圏域ごとに地域診断の実施や社会資源を把握する。 

       ・地域診断および社会資源の把握から、地域分析および課題を抽出する。 

     ○ 生活支援サービスおよび地域活動支援を進めるための担い手の養成 

       ・地域住民に対して、担い手養成のための各種事業や講座等の開催および

発掘、創出を行う。 

     ○ 地域における各種活動（居場所づくり、生活支援等） 

       ・住民主体による「集いの場」の開設の検討や設置の推進する。 

       ・生活支援体制等の検討や創出する。 

     ○ 協議体（第２層）の運営 

       ・協議体（第２層）は各地域における第２層ＳＣと生活支援・介護予防サ

ービスの提供主体等が参画し、定期的な情報提供及び連携強化の場とす

る。 

       ・第２層ＳＣの組織的補完を担う役割として運営する。 

     ○ 支援ニーズとサービス提供主体等とのマッチングなどネットワークの構築 

       ・生活支援の推進において地域における支援のニーズと生活支援を担うサ

ービス提供主体等のマッチングを行う等、地域における人と社会資源を

繋ぎ合わせる地域のネットワーク形成・構築を図る。 

     ○ 日光市地域ケア推進会議（第１層協議体）への参加 

 

③ ＳＣの配置状況 

     ・第１層ＳＣ(市域)      １名 

     ・第２層ＳＣ(日常生活圏域) １０名 

    ○配置箇所及びＳＣ配置数 

地区 配置箇所 配置数 地区 配置箇所 配置数 

市域 
社協・本所 

地域福祉課 
１名 日光地区 

社協・日光支所 ２名 
今市地区 

社協・今市支所 

１名 中宮祠地区 

落合地区 １名 小来川地区 

豊岡地区 １名 藤原地区 
社協・藤原支所 １名 

大沢地区 １名 三依地区 

落合地区 １名 足尾地区 社協・足尾支所 １名 

 栗山地区 
社協・栗山支所 １名 

湯西川地区 
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   ④ 国や都道府県等が実施する研修会への参加 

      ・生活支援コーディネーター研修会（県内） 

      ・地域生活支援ワーカーリーダー研修（県外） 

      ・生活支援コーディネーター研究協議会（県外） 

      ・全国校区・小地域活動サミット（県外） 

      ・社協活動実践研修（県外）         等 

 

   ⑤ その他目的を達成するために必要な業務 

      ・業務全般に渡り、日光市の状況に応じた必要な助言や情報等を得る為、有

識者アドバイザーを設置 

 

 （５）協議体（第１層・第２層）の設置と運営、役割 

① 第１層協議体 

      日光市が設置する「日光市地域ケア推進会議」において、第１層協議体の機

能を包含し運営している（平成２７年度設置）。 

      ア）構成 

        ・構成人数 ：１１名 

        ・主な構成員：地域包括支援センターの代表者、介護サービス事業所団

体の代表（日光市介護サービス連絡協議会、日光市ケア

マネジャー連絡協議会）、福祉機関の代表（日光市社会福

祉協議会、日光市シルバー人材センター）、医療機関系の

代表（栃木県看護協会県西支部）、職能団体（日光リハビ

リテーションネットワーク）、地域の関係者（自治会連合

会、民生委員児童委員協議会、商工会議所）、行政機関（健

康福祉部長…会長職） 

      イ）開催状況 

        ・会議回数：２回／年、平成２７年より計１３回開催 

          高齢者が住み慣れた地域で安心して自立した日常生活を継続するこ

とができるよう、個々の多様なニーズに対し、医療・保健・福祉・介護

サービス関係者等が連携し、適切な支援を包括的に提供する地域ケア

システムの推進を図るため、地域ケア会議（地域レベル、個別レベル）

の実施状況をはじめ、生活支援体制整備事業の取組状況、介護予防事

業の実施状況に関する報告および協議などを行っている。 

 

   ② 第２層協議体 

      社会福祉法人 日光市社会福祉協議会が設置する「にっこう福祉のまちづく

り推進委員会（通称:ふくまち委員会）」が第２層協議体の機能を担えることか

ら、その機能を包含させ、日常生活圏域１３地区に設置し運営している（平成

２８年度設置）。 
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      ア）構成 

        ・全地区  ：１４６名 （令和４年３月３１日現在） 

        ・主な構成員：自治会、民生委員児童委員、各種地域団体等、地域内の

サービス提供組織、介護保険サービス事業、地域包括支

援センター、ボランティア活動者、学校関係者など 

      イ）開催状況 

        ・全体会議：０回／年、※例年は１～２回実施 

          地域福祉や地域包括ケアシステムをはじめとした地域支援事業等に

ついて理解を深めるとともに、各地区で抱える課題等について情報を

共有し、意見交換を行うことを目的としている。令和３年度は、新型

コロナウイルス感染拡大の影響により開催を自粛した。 

        ・地区会議：地区の状況に応じて開催 ３～４回／年（１協議体あたり） 

               平成２８年度 ４２回     平成２９年度 ４４回 

               平成３０年度 ３３回     令和 元年度 ４０回 

               令和 ２年度 １５回     令和 ３年度 １９回 

          地域の実態及び取り組みに対する進捗状況の共有並びに取り組みの

支援方法や目指すべき方向性について協議を行っている。 

 

   ③ 協議体と生活支援コーディネーターの相関図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《生活圏域ごとのニーズ対象》13 か所 

 市内を 13 の生活圏域に分け、各圏域の住民、福祉機関

から構成される話し合いの場を設置し、地域課題の発掘と課

題解決のための取組について検討します。 

住民主体による活動 
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   ④ 協議体による地域活動の効果 

      協議や研修をとおして、委員の地域福祉への関心や地域活動に取り組む意識

が高まった。また、各地域が抱える課題や社会資源に着目し、課題への解決策

を検討していくプロセスを通じて、関係機関の垣根を越えた協働の意識と関係

性が構築された。さらには、委員が地域や各所属団体において地域活動参画へ

の働きかけを行うことで、地域住民の意識も醸成され、地域が一体となって地

域活動に取り組めるよう進めている。 

      情報の集約や検討を通じて抽出された地域福祉活動の必要性についても、第

２層協議体が情報発信や関係機関との連携調整など地域活動の主体者と連携を

図っている。よって、第２層協議体がＳＣの取り組む活動の補完的役割を担っ

ている。 

 

 （６）生活支援体制整備事業の推進における各種取組について 

   ① 地域の実態調査（地域アセスメント）について 

    ア）地区カルテの作成（全地区） 

       社会資源等の把握のため、日光市社会福祉協議会のコミュニティワークで

活用している「地区カルテ」を拡充し、地域アセスメントを行っている。 

    イ）アンケート調査 

各地区の状況に応じ情報を詳細に把握するため、アンケート調査を実施 

    ウ）ＳＣによる聞き取り調査（全地区） 

       ・第２層協議体での情報集約 

       ・自治会長、民生委員児童委員、老人クラブ会員、各種団体会員、事業参

加者、関係機関等より聞き取り 

 

   ② 地域課題の把握 

      表やグラフ、マップ（住宅地図等）、資源リストを活用し、情報を整理・集約

することで地域分析及び可視化を進めている。 

      また、多くの地区で住宅地図へマッピングによる情報の可視化が行われてい

る。 

 

   ③ 集いの場の推進 

      住民主体の地域活動の土台を作ることと、日光市地域福祉活動計画を策定し

ていく上で把握した、全市的な課題である「交流の機会の減少」の解決を図る

ため、集いの場づくりを推進している。 

      ・設置支援：設置に関する助言・相談、他団体や関係機関などとの調整 

      ・継続支援：運営・継続面の助言・相談、プログラムや専門職の派遣・調整、

関係機関等とのつなぎ 
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      ・費用補助：設置・運営にかかる費用助成（日光市社会福祉協議会の「にっ

こう福祉のまちづくり活動事業助成金」、地区社協のサロン等に

対する助成金） 

      ・場所提供：会場の提供 

      ・周知広報：地域住民や参加者への周知 

      ・その他 ：助言・相談、担い手の育成 など 

 

   ④ 担い手の養成 

      担い手養成は主に「周知・啓発」、「育成・スキルアップ」の目的を設定し、

地域の状況に合わせて実施している。 

 

   ⑤ 住民活動の組織化 

      住民主体の活動を効果的に展開するため、ＳＣや第２層協議体が協議を進め、

様々な活動の組織化を行っている。 

      ・活動者の組織化 

      ・連携体制の組織化 
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２ 市域 

日光市基礎データ     基準日：令和 3年 4月 1日 

項  目 全市数 

人口 79,820人 

 

年少人口 

0～14歳（年少人口率） 

6,926人 

（8.7％） 

生産年齢人口 

15～64歳（生産年齢人口

率） 

44,419人 

（55.6％） 

老齢人口 

65歳以上（高齢化率） 

28,475人 

（35.7％） 

自治会数 224 

世帯数 36,610世帯 

民生委員児童委員 233人 

 主任児童委員数 26人 

単位老人クラブ数 95単位 

生活保護受給世帯数 569世帯 

要介護認定者数 4,279人 

 要支援１・２ 877人 

 要介護１ 1,112人 

 要介護２ 767人 

 要介護３ 623人 

 要介護４ 596人 

 要介護５ 304人 

高齢者世帯数 17,869世帯 

 独居世帯 7,707世帯 

 高齢者夫婦世帯 10,162世帯 

緊急通報装置システム利用者数 824人 

 

 

○地理的特徴 

内容など 

 日光市は、栃木県の北西部の場所にあり、群馬県、福島県に接し、東京から約120kmに位置してい

る。平成18年3月20日、今市市、日光市、藤原町、足尾町、栗山村の２市２町１村の合併により、面積

約1,450kmで全国第３位の広大な市となる。 

 地形は、市街地が多くある標高200m程の平坦地域から、2,000mを超す山岳地帯まで大きな起伏があ

り、森林が総面積の約８７％を占め、多様で美しい自然環境が形成されている。北部と南西部はほとん

どが山岳地帯であり、総人口の８割以上が市の南東部を中心とした地域に居住している。 

 地理的要因も深く起因し、地区別の特色が豊かである。 
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○生活環境（商店、金融機関など） 

内容など 

 教育機関や医療機関、商店や金融機関などは今市地区や日光地区に集中している。商店街の活性化

やバリアフリーなどの人に優しい施設整備が求められている。 

主な買い物先は、地域別でみても全体的には「今市地域」に集中している。なお、日光・足尾地域につ

いては「日光地域」、藤原・栗山地域については「藤原地域」が多い。地元購買率（各市町村の住民が、

居住している市町村の店舗で買物又は飲食をする割合）からみた主な買い物先は、日光市内が 71.4％

で大半を占めている。また、移動手段においては、自動車利用が大半を占めており、通勤では 83％、

買い物では 79％、私事では 76％と非常に高い状況である。 

 

 

○日光市の現状 

内容など 

 日光市は、出生率が死亡率より低い「つぼ型」を示している。 

 年少人口は、減少傾向で老年人口は増加傾向にあり、平成７年（1995）にはその数が逆転している。

また、生産年齢人口は、平成７年（1995）以降減少が続いている。 平成 27年（2015）以降、年少人口、

生産年齢人口ともに減少し続けると予測されている。老年人口は令和３年（2021）をピークに緩やかな

減少に転じるものと予測されている。 

 特に山間の地域において高齢化が進んでおり、こうした高齢者中心の集落では、日常生活における

買い物や移動手段の不便さといった問題が、やがて社会的共同生活の崩壊、集落の消滅といった大き

な課題に繋がるのではないかと危惧されている。また、高齢者のいる世帯は、年々増加している。特に

高齢化率が高い中山間地域において、その割合が高くなっている。 

 

 

○協議体（日光市地域ケア推進会議）の進捗等  

開催状況 

2回開催 

・第 13回…11／8（月）生活支援体制整備事業上半期の進捗状況について報告 

・第 14回…新型コロナウイルス感染拡大により延期している。 

協議内容 

○生活支援体制整備事業の推進状況を報告することで、協議体構成員である地域住民や関

係機関の代表に日光市の高齢者を取り巻く支援状況を伝えることができ、政策形成につな

がる意識啓発を行うことができた。 

○第 1層協議体委員より、地域の居場所について、会場までの移動手段がなく参加を希望し

ながらもできない高齢者もいるため、既存の活動に対するフォローも検討すべきとの指摘

があった。 
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○市域における今年度の活動状況と次年度の方針 

今年度の 

活動状況 

 令和２年度に引き続き、コロナ禍により地域活動を抑制される傾向にあったが、既存の担い手

を対象とした感染予防対策講座の実施や介護予防に関する広報物の配付等、状況に応じた対応に

より、「第２層協議体の運営」、「地域の居場所づくり」、「担い手養成講座の開催」等の活動を推

進することができた。周知広報についても「地域の居場所マップ」「地域の支え合いマップ」の

情報更新に加えて、新様式の作成により、地域情報を簡潔にまとめることができた。また、移動

支援に関するモデル事業の企画・調整等、生活支援の資源開発に向けての準備を進めることがで

きた。 

 一方で、第１層協議体と第２層協議体の連携や第２層レベルにおける連携（ふくまち委員会と

圏域ケア会議）等の働きかけが不十分であった。そのため、縦の連携（第１層協議体と第２層協

議体）と横の連携（第２層レベルのふくまち委員会と圏域ケア会議）の機能を発揮することがで

きるよう働きかけ、多様な活動主体が連携する福祉体制充実に努めていく。 

次年度の

方針 

○地域情報の視覚化と周知 

  多様な活動主体の福祉活動参加を促進するために、紙媒体の情報発信のみならず、オンライ

ン媒体（インターネットの活用）を用いた周知・広報活動も行い、若年層や専門機関にも対応

した周知広報を行っていく。 

 

○第２層圏域単位の福祉体制の充実 

  第２層 SC 及び第２層協議体構成員を後方支援し、担い手育成や「地域の居場所」及び生活

支援の取り組み等の資源開発を積極的に推進していく。また、地域と福祉機関の協働体制を築

くため、日光市と協議し、第２層協議体と日常生活圏域ケア会議との連携方法を模索していく。 

 

○第 1層圏域における福祉体制の充実 

  日光市と協議し、第１層と第２層間の連携を強化する。第 1層協議体（地域ケア推進会議）

を開催し、第２層圏域における本事業の推進状況や第 2 層圏域では解決できない課題をまと

め、政策形成の協議を図る。 

 

○移動支援資源開発事業の推進 

  モデル事業地区（栗山・湯西川・足尾）担当の第２層 SC をサポートし、地域のニーズに即

した移動支援の取り組みを支援していく。それと並行して利用者像や希望する用途等のデータ

を収集し、政策形成の判断材料を集めるとともに、働きかけを行っていく。 
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３ 今市圏域 

項  目 圏域内数 全市数 

人口 22,423人 79,820人 

 年少人口 

0～14歳（年少人口率） 
2,461人 

（11.0％） 

6,926人 

（8.7％） 

生産年齢人口 

15～64歳（生産年齢人口率） 
12,942人 

（57.7％） 

44,419人 

（55.6％） 

老齢人口 

65歳以上（高齢化率） 
7,020人 

（31.3％） 

28,475人 

（35.7％） 

自治会数 39 224 

世帯数 10.066世帯 36,610世帯 

民生委員児童委員 54人 233人 

 主任児童委員数 4人 26人 

単位老人クラブ数 10単位 95単位 

生活保護受給世帯数 216世帯 569世帯 

要介護認定者数 1,097人 4,279人 

 要支援１・２ 242人 877人 

 要介護１ 288人 1,112人 

 要介護２ 192人 767人 

 要介護３ 158人 623人 

 要介護４ 148人 596人 

 要介護５ 69人 304人 

高齢者世帯数  4,390世帯 17,869世帯 

 独居世帯数 1,826世帯 7,707世帯 

 高齢者夫婦世帯数 2,416世帯 10,162世帯 

緊急通報装置システム利用者数 146人 824人 
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○地区資源マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ↓マップへのアクセスはこちら↓ 

   http://www.shakyo-nikko.or.jp/publics/index/211/ 
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○社会資源（インフォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

住民活動 

通いの場「地域の居場所」 

・まちの縁側 

（株式会社綜合衣料大野屋、有限会社長谷川薬局、セブ

ンイレブン日光土沢店、追分地蔵尊、福田商店、チョ

ココ山久、日野為商店、金長、如来寺） 

・日光ちょきんアップ体操、健康体操等の活動 

（レクリエーション協会、土沢自治会、瀬川自治会） 

・スポーツ“グラウンドゴルフ”等 

（清原町自治会、小倉町５丁目） 

・その他 

（ほっとウエーブ、千本木自治会、コミュニティカフェ

おおぞら、栄町井戸端カフェ、南原健康マージャンク

ラブ、クラフトワークサークル、土沢自治会健康教室、

めだかの学校、四つ葉のクローバー） 

生活支援の取り組み 

・弁当宅配サービス（心華亭、コープデリ日光センター） 

・食材宅配サービス（JAかみつが） 

・配食サービス（NPO法人こころ） 

・福祉タクシー（日光線通運㈱(丸通タクシー)） 

・移動支援、身の回りのお手伝い（NPO法人ウエーブ） 
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○社会資源（フォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

社会福祉 

施設等 
高齢者福祉施設 

【介護保険施設】 

・今市西地域包括支援センター 

・今市北地域包括支援センター 

・特別養護老人ホームひかりの里 

（デイサービス、居宅介護支援、グループホーム、ショートステ 

イ） 

・介護老人保健施設Ⅼケアセンター 

（デイケア、訪問リハビリ、居宅介護支援、グループホーム 

 ショートステイ） 

・特別養護老人ホームひらがさ喜の里 

 （デイサービス、ショートステイ） 

・JAひまわり（ホームヘルプ） 

・ヘルパーステーションたんぽぽ（ホームヘルプ） 

・NPO法人ウエーブ（ホームヘルプ、デイサービス） 

・多島リハビリテーション（デイサービス） 

・ゆたかリハビリステーション（デイサービス） 

・デイサービスセンター我が家（デイサービス） 

・宅老所こころ（デイサービス） 

・デイホームすぎな（デイサービス） 

・デイホームつくし（デイサービス） 

・クラシオテラス日光（訪問看護） 

・とちぎ訪問看護ステーションいまいち（訪問看護） 

 

【サービス付高齢者専用住宅】 

・クラシオテラス日光 

・家族の家ひまわり日光 

・ラビットコート 

 

【高齢者の生活支援サービス】 

・せがわ、ほほえみ（オアシス支援事業） 

・JAひまわり、NPO法人ウエーブ、日光市シルバー人材センター 

 （生活支援ホームヘルプサービス） 

活動拠点 

共同利用施設・ 

地域利用施設 

今市文化会館、図書館、歴史民俗資料館、生涯学習センター 

杉並木公園ギャラリー、今市運動公園体育センター 

市民活動支援センター 

自治会館等 

中央公民館、赤間々会館、南原出張所 

中央コミュニティセンター、下原地区コミュニティセンター 

南原コミュニティセンター 

その他 
特別養護老人ホームひかりの里 

 （子どもカフェ、地域交流スペース） 

公園 県立だいや川公園、丸山公園 
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医療機関 

木村内科医院、阿久津医院、森病院、 

日光市立休日急患こども診療所、今市病院、吉原医院、新沢外科、 

岡村整形外科、見龍堂クリニックかわせみ、小沢医院、川上医院、 

おおはしアイクリニック、耳鼻咽喉科関根クリニック、 

西川クリニック、本町内科クリニック 

その他利用可能な社会資源 

日光市消費生活センター、地域子育て支援センター、 

生きがいセンター、日光市ファミリーサポートセンター 

日光市シルバー人材センター、日光街道ニコニコ本陣 

 

 

○人的資源 

項  目 内容など 

団体・ 

グループ 

等 

福祉活動団体 

・今市地区社会福祉協議会 

・にっこう認知症・若年性認知症の家族の会 

・市民活動支援センター 

・今市地区東民生委員児童委員協議会 

・今市地区西民生委員児童委員協議会 

ボランティアグループ 
たんぽぽの会、ありのまま、すず、かわせみ、 

介護リフォーム虹の会、つくし 

ＮＰＯ 
なんとなくのにわ、手のひら、咲らん坊、、こころ、草むら、 

はばたき、だいじょうぶ、ウエーブ、サポートつくし 

その他団体 

・今市地区自治会長会 

・日光こども食堂めだかの学校 

・四つ葉のクローバー（地域食堂・集いの場） 

 

 

○圏域内における地域活動等 

項  目 内容など 

地区社協 

ふれあい訪問 

民生委員児童委員が、独居高齢者、高齢者二人世帯等へティッシュ

を配布しながら、定期的な訪問見守り活動を行う（例年は年４回実

施）。 

※R3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で、夏季（7/27～、

ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ配布）、冬季(年末、ﾏｽｸ・ﾏｽｸｹｰｽ配布)の年２回実施。 

子育て支援事業 

少子高齢化や核家族化が進み、不安やストレスを感じる親を対象

に、楽しく子育てをしてもらうことを目的に事業を実施。 

※R3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 
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介護教室 

在宅介護に対する理解を深め、地域での支え合いの重要性を啓発

し、介護者も要介護者も安全に穏やかに生活できる地域づくりを

目的に開催。 

※R3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 

広報発行（広報ふれあい） 
各自治会や地区の活動を紹介。８月、３月の年２回発行 

※R3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により未発行。 

役員研修会 

地区社協役員を対象に、地域福祉活動への理解を深めることを目

的とした視察研修。年１回開催。 

※R3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 

高齢者支援事業 

高齢者になっても住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、

見守りネットワークの構築や支援事業を行う。 

※R3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 

民生委員 

児童委員 

協議会 

定例会 
情報交換、支援困難ケースの検討等を目的に、概ね月１回のペース

で開催。 

老人 

クラブ 

協議会 

グラウンドゴルフ大会 

輪投げ大会 
会員の交流と健康増進のため、各種事業を実施。 

 

 

○地域課題 

課  題 
独居（日中独居）や高齢者世帯が増えていることや社会交流の機会が少な

くなってきていることで、孤立しやすい。 

要  因 

○コロナ禍の中、地域の集まりが減少。友人等の関係間での交流が主にな 

っている。多人数での交流の場は少ない。 

○老人クラブに加入していない高齢者が多く、老人クラブがない地域もあ 

る。 

援助目標（１年） 

○地域交流のための居場所づくりを進めるため、サロン活動やまちの縁側

の取り組みを推進する。また、地域交流の場の情報収集と周知活動を行

う。 

○ふくまち委員会で地域活動の情報を集約し、地域課題の解決に向け、コ

ロナ禍でも活動できる方法等を検討し、地域へ働きかける。 

長期目標 

○地域の特性に応じた住民主体の仕組みづくりを検討し、居場所づくりと

居場所を支える担い手の育成を推進する。 

○地域住民が抱える地域課題を把握し、関係機関が情報共有と連携を図る

ことで、地域で安心して生活ができる支援体制が構築できる。 
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○協議体（ふくまち委員会）の進捗等 

開催状況 

3回開催 

・令和 3年 4月 14日 

・令和 3年 12月 13日 

・令和 4年 3 月（書面開催） 

協議内容 

○コロナ禍で地域活動が制限される中、コロナ禍でも実施している活動（見守り活動等）につい

て情報を共有し、活動を継続するための方法（リモート形式での実施等）について協議・検討

した。委員からは、大人数が集まることが難しい中で、地域に残る世間話をする場やお茶飲み

場に着目し、その場を活用して居場所の情報発信や伝達をすることも地域の活性化につながる

のではないか、との意見が聞かれた。 

○圏域ケア会議で実態把握を目的に実施したアンケート調査（朝日町・川原町）について、ふく

まち委員会で結果を共有した。 

 

 

○圏域内における今年度の活動状況と次年度の方針 

今年度の 

活動状況 

○圏域ケア会議で地域課題の把握およびニーズ調査を目的に、朝日町・川原町を対象にアンケー

ト調査を実施した。その結果をふくまち委員会に報告し、地域課題等を共有した。 

 

○地域の居場所については、既存の事業の場を活用し、自治会長から居場所の実施状況や新規立

ち上げの意向について情報を収集した。年度内の開催に向けて調整していたが、新型コロナウ

イルス感染症の影響により開催には至らなかった。 

次年度の 

方針 

○今年度実施した朝日町・川原町のアンケート結果をもとに、ふくまち委員会で地域に必要な取 

り組みについて検討する。具体的な取り組みを進める中で、各関係機関の役割を明確化し、課

題解決のための仕組みづくりにつなげる。 

 

○地域の居場所について、継続して自治会長等から情報を収集する。新規立ち上げを希望する自

治会について、立ち上げのための支援を行う。すでにある居場所については、日光ちょきんア

ップ体操など既存のプログラムを活用し、内容を充実させることで継続支援につなげる。 
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４ 落合圏域 

項  目 圏域内数 全市数 

人口 8,054人 79,820人 

 年少人口 

0～14歳（年少人口率） 
790人 

（ 9.8％） 

6,926人 

（8.7％） 

生産年齢人口 

15～64歳（生産年齢人口率） 
4,337人 

（53.8％） 

44,419人 

（55.6％） 

老齢人口 

65歳以上（高齢化率） 
2,927人 

（36.3％） 

28,475人 

（35.7％） 

自治会数 10 224 

世帯数         3,446世帯 36,610世帯 

民生委員児童委員 17人 233人 

 主任児童委員数 2人 26人 

単位老人クラブ数 10単位 95単位 

生活保護受給世帯数 32世帯 569世帯 

要介護認定者数 458人 4,279人 

 要支援１・２ 77人 877人 

 要介護１ 126人 1,112人 

 要介護２ 95人 767人 

 要介護３ 62人 623人 

 要介護４ 59人 596人 

 要介護５ 39人 304人 

高齢者世帯数 1,731世帯 17,869世帯 

 独居世帯数 696世帯 7,707世帯 

 高齢者夫婦世帯数 968世帯 10,162世帯 

緊急通報装置システム利用者数 66人 824人 
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○地区資源マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ↓マップへのアクセスはこちら↓ 

   http://www.shakyo-nikko.or.jp/publics/index/211/ 
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○社会資源（インフォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

住民活動 

通いの場「地域の居場所」 

・日光ちょきんアップ体操、健康体操等の活動 

  （上板橋自治会、ふばさみサロン、小代サロン、明神サロン） 

・スポーツ“グラウンドゴルフ”等 

  （上板橋、明神、小倉、手岡、岩崎、小代） 

・その他 

  （長畑自治会、小代自治会、つくし野自治会、トミー美容室、

おしゃれショップかとう、長畑クラフトサロン、３人展） 

生活支援の取り組み 

・一人暮らし老人等給食サービス（落合地区社協） 

・弁当宅配サービス（コープデリ日光センター） 

・食材宅配サービス（JAかみつが） 

・移動支援、身の回りのお手伝い（NPO法人ウエーブ） 

 

 

○社会資源（フォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

社会福祉 

施設等 
高齢者福祉施設 

【介護保険施設】 

・今市南地域包括支援センター 

・今市ホーム 

（特別養護老人ホーム、ショートステイ） 

・在宅介護支援センターおちあい 

（居宅介護支援、ホームヘルプ、デイサービス） 

・みょうじん（グループホーム、小規模多機能型居宅介護） 

 

【高齢者の生活支援サービス】 

・野の花、杉並（オアシス支援事業所） 

・今市ホーム（訪問給食サービス） 

・在宅介護支援センターおちあい（生活支援ホームヘルプサービ

ス） 

 

【高齢者福祉施設】 

・晃明荘（養護老人ホーム） 

活動拠点 

共同利用施設・ 

地域利用施設 

・落合公民館 

・落合運動公園、体育館 

・生き活き交流館 

自治会館等 各自治会の公民館 

公園 落合運動公園 

医療機関 熊谷医院 
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その他利用可能な社会資源 
・オレンジカフェみょうじん 

・デマンドバス 

 

 

○人的資源 

項  目 内容など 

団体・ 

グループ 

等 

福祉活動団体 

・落合地区社会福祉協議会 

・落合地区長寿会連合会 

・落合地区民生委員児童委員協議会 

ボランティアグループ ・給食サービス配達ボランティア 

ＮＰＯ 

・ふれ愛の森 

・杉の里 

・日光ライフ 

・ツリーハウス 

 

 

○圏域内における地域活動等 

項  目 内容など 

地区社協 

一人暮らし老人等給食サー

ビス 

高齢者への見守りと交流の機会を設けることを目的に、４月と８

月を除く毎月１回実施。民生委員、各地域の婦人会、配達ボランテ

ィアの協力により実施している。 

いきいきサロン 

閉じこもり予防を目的に社会活動への参加促進を図るとともに、

住民同士が気軽に集まれる交流の場として開催。 

※R3年度は、２つの自治会にて開催。 

災害に備え地域を知る学習

会 

災害対策について学びながら、改めて地域を知るきっかけとし、地

域防災の普及・啓発を図る。落合地区自主防災連合会と地区社協が

主体となり開催。 

介護者交流会 
在宅で介護をしている方々の情報交換、外出の機会を作り介護者

の心身のリフレッシュを図る。 

一人暮らし高齢者交流会 

落合地区の一人暮らし高齢者を対象に、親睦や孤独感の解消、生き

がい作りを目的として行う。 

※R3年度は、コロナウイルス感染症の影響により中止。 

民生委員 

児童委員 

協議会 

定例会 
情報交換、支援困難ケースの検討等を目的に、概ね月１回の頻度で

開催。 



26 

老人 

クラブ 

協議会 

グラウンドゴルフ大会 

長寿会女性部交流会（月 1

回） 

会員の交流と健康増進のため、各種事業を実施。 

 

 

○地域課題 

課  題 新興住宅地の高齢化と近隣との関わりが少ないことによる孤立 

要  因 

○新興住宅地には他県からの転入者が多く、高齢化が進み支援や介護が必

要になっても、身近に支援者がおらず、孤立するケースがみられる。 

○自治会に加入していない世帯が多く、状況把握ができずに地域の見守り

活動から外れてしまうケースもある。 

○ゴミ出しが上手くできず、ゴミ問題の要因にもなっている。 

援助目標（１年） 

○ふくまち委員会の中で新たな課題を共有し、地区社協とも連携を図りな

がら課題解決に向けて協議・検討を行う。 

○交流の場の把握・設置を進め、コロナ禍でも継続して活動が行える環境

を作る。また、交流の場等を活用し、既存の活動を周知していくととも

に、担い手の発掘・育成に努める。 

長期目標 

○地域特性に応じた住民主体の仕組みづくりを検討し、居場所づくりと居

場所を支える担い手の育成を推進する。 

○地域住民が抱える地域課題を把握し、関係機関が情報共有と連携を図る

ことで、地域で安心して生活ができる支援体制が構築される。 

 

 

○協議体（ふくまち委員会）の進捗等 

開催状況 
1回開催 

・令和 4年 3 月（書面開催） 

協議内容 

○新型コロナウイルス感染症の影響により書面形式で、上板橋自治会で実施したアンケート調

査等について情報を共有した。委員からは、圏域ケア会議とふくまち委員会が連携すること

により、実態把握ができたとの意見をいただくことができた。 

○ふくまち委員会で設定したテーマや取り組みを圏域ケア会議とも連携し、相互の動きが見え

る形で連携していけると良いとの意見も聞かれた。 
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○圏域内における今年度の活動状況と次年度の方針 

今年度の 

活動状況 

○日常生活圏域ケア会議で実態把握を目的に、上板橋自治会の自治会役員および分区長を対象に

アンケート調査を実施した。アンケート調査の結果、ゴミ出しや移動手段、困りごとの相談先

が分からない等の課題が見えてきた。 

○地域の居場所づくりについては、地区社協事業（いきいきサロン）の内容を見直し、介護予防

に視点を置いた講話等を導入することで、既存の居場所のプログラムの充実を図るとともに、

新たな居場所の立ち上げにつなげることができた。 

次年度の 

方針 

○日常生活圏域ケア会議で実施した上板橋自治会のアンケート結果をふくまち委員会で共有す

ることにより、地域に必要な取り組みについて協議や検討を行う。また、取り組みを具体化す

る中で、各関係機関の役割を明確化し、一体的な支援が行える体制づくりを進める。 

○既存の居場所については、安定的な運営を継続するため、担い手の発掘・育成を行う。また、

自治会の特性に応じた活動内容を提案することで、居場所の立ち上げや継続支援につなげる。  

○コロナ禍による居場所の減少等で引きこもりによる認知症の悪化など、新たな地域課題が見え

てきたため、地区社協事業(いきいきサロン)や地区広報誌等を活用し、集いの場の必要性につ

いて理解を促し、居場所の拡充につなげる。 
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５ 豊岡圏域 

項  目 圏域内数 全市数 

人口 6,563人 79,820人 

 年少人口 

0～14歳（年少人口率） 
683人 

（10.4％） 

6,926人 

（8.7％） 

生産年齢人口 

15～64歳（生産年齢人口率） 
3.608人 

（55.0％） 

44,419人 

（55.6％） 

老齢人口 

65歳以上（高齢化率） 
2,272人 

（34.6％） 

28,475人 

（35.7％） 

自治会数 12 224 

世帯数 2,710世帯 36,610世帯 

民生委員児童委員 16人 233人 

 主任児童委員数 2人 26人 

単位老人クラブ数 8単位 95単位 

生活保護受給世帯数 32世帯 569世帯 

要介護認定者数 277人 4,279人 

 要支援１・２ 56人 877人 

 要介護１ 61人 1,112人 

 要介護２ 53人 767人 

 要介護３ 48人 623人 

 要介護４ 41人 596人 

 要介護５ 18人 304人 

高齢者世帯ごと 1,263世帯 17,869世帯 

 独居世帯 473世帯 7,707世帯 

 高齢者夫婦世帯 756世帯 10,162世帯 

緊急通報装置システム利用者数 45人 824人 
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○地区資源マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ↓マップへのアクセスはこちら↓ 

   http://www.shakyo-nikko.or.jp/publics/index/211/ 
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○社会資源（インフォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

住民活動 

通いの場「地域の居場所」 

・日光ちょきんアップ体操の活動 

  （倉ヶ崎市営住宅、豊田市営住宅、小百老人クラブ） 

・健康体操 

 （豊岡スポーツクラブ） 

・スポーツ“グラウンドゴルフ”等 

 （大桑ラージボール愛好会、原宿自治会、川室グラウンドゴルフ

友の会、川室ゲートボールチーム、小百 GG愛好会） 

・その他 

 （カラオケ愛好会、ティータイム、豊田自治会） 

生活支援の取り組み ・配食サービス（豊岡地区社協、誠心園、NPO法人こころ） 

 

 

○社会資源（フォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

社会福祉 

施設等 
高齢者福祉施設 

【介護保険施設】 

・今市北地域包括支援センター 

・社会福祉法人三光会誠心園 

（特別養護老人ホーム、デイサービスセンター、 

 居宅介護支援、ホームヘルパー） 

・特定非営利活動法人毎日クリスマス（デイサービス） 

・社会福祉法人熊晴会（グループホーム） 

・社会福祉法人すかい（特別養護老人ホーム） 

 

【高齢者の生活支援サービス】 

・もみの木、毎日クリスマス（オアシス支援事業所） 

活動拠点 

共同利用施設・ 

地域利用施設 

・豊岡公民館 

・豊岡運動公園 

・豊岡体育館 

・豊岡中学校や各小学校の体育館 

自治会館等 ・各自治会の公民館 

その他 ・特別養護老人ホームすかいの郷（地域交流ホールを地域に貸し

出している） 

公園 

・豊岡運動公園 

・小百桜公園 

・大桑杉並木鑑賞公園 
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医療機関 
・荒井腎クリニック 

・沼尾医院 

その他利用可能な社会資源 

・かたくりの湯（温泉施設。カラオケやグランドゴルフ場などを有

しており、地域の高齢者が多く利用している。無料送迎バスも運

行している。） 

 

 

○人的資源 

項  目 内容など 

団体・ 

グループ 

等 

福祉活動団体 

・豊岡地区社会福祉協議会 

・豊岡地区民生委員児童委員協議会 

・豊岡地区婦人会 

・大桑婦人会（日光市及び豊岡地区の婦人会には属していないが、

自治会からの補助金を受け大桑地区内で活動。現役世代で構成さ

れている） 

・さくらの会（大桑町の婦人会 OBにより構成） 

ボランティアグループ 

・倉ヶ崎明日を考える会（倉ヶ崎の有志にて約 20年前に組織。お

祭りでの出店や茶臼山の整備、SL 花畑ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄなどを実施し、

積極的に地域活動を行っている） 

ＮＰＯ 
・毎日クリスマス 

・ウエーブ 

その他団体 ・豊岡地区自治会長会 
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○圏域内における地域活動等 

項  目 内容など 

地区社協 

役員研修 
役員の資質向上と地区社協の組織強化を図るため、先進地等へ視

察研修を実施する（年１回）。 

高齢者等見守り 

給食サービス 

月 1回(７・８月を除く)独居高齢者等を対象にお弁当を配達し、定

期的な見守り活動を実施。配送ボランティアと民生委員の組み合

わせで訪問する。 

※新型コロナ感染症拡大防止により、３月は中止。 

とよおか福祉 

まつり 

“だれもが安心して暮らせるまち「とよおか」”を目指し、住民同

士のふれあいや交流を図るとともに地域福祉への理解と参加を促

進する。 

豊岡地区内の団体等で構成された実行委員会及び豊岡中学校の生

徒が運営ボランティアとして参加する。 

高齢者いきいきサロン事業 

高齢者等を対象に介護予防や閉じこもり予防を目的として健康講

座や体操等を行う。 

年１回、全１２自治会にて自治公民館や集会所を会場に自治会や

民生委員等の協力を得て実施。講師を市健康課と今市北地域包括

支援センターが担当した。 

ボランティア研修事業 
地区社協登録ボランティアの育成・資質向上及び活動推進を図る

ための研修。 

防災教室 

いつ起こるかわからない災害について学び、各地域の自主防災活

動につなげる。 

令和３年度も自主防災会連合会と共催し、「災害への様々な備え～

トイレ事情～」研修を行う予定であった。 

しかし、新型コロナ感染症拡大防止により、中止となった。 

介護者交流事業 
在宅介護者のリフレッシュと、介護者間の交流や情報交換を目的

として実施。 

チャリティゴルフ大会 募金活動や会員相互の親睦を図ることを目的として実施。 

新春役職者初顔合わせ会 
関係機関、団体等の役職者等が一堂に会し、地区内の交流を図るこ

とを目的として、新年の交歓会を実施。 

広報発行事業 
公民館と共同で、広報誌「広報とよおか」を年２回（９月と３月）

発行。 

民生委員 

児童委員 

協議会 

豊岡・塩野室地区民児協合

同視察研修 

民生委員児童委員協議会 専門部会（人権福祉部会）により、塩野

室地区民児協と合同で視察研修を行った。 
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老人 

クラブ 

協議会 

スポーツ大会 会員の交流と健康増進のため、各種事業を実施。 

 

 

○地域課題 

課  題 

○独居高齢者及び日中独居高齢者の増加に伴い、地域内交流の減少により、

孤立化が進んでいる。 

○高齢化の進行に伴い、移動手段が限られるため、交通弱者が増加してい

る。 

要  因 

○山間部（佐下部・原宿・小百）では、高齢者が回覧版を回すことが難し

い。特に隣家と離れていることもあり、長距離の移動が困難な高齢者は、

外出が容易でないため、地域の方との交流も希薄になっている。 

○家族の就労により、日中独居となる高齢者や日中外出する手段を持たな

い高齢者も増加している。 

○高齢を理由に自治会活動や体育祭などの参加や協力ができないため、自

治会を抜ける高齢者の方も増えている。 

援助目標（１年） 

○豊岡地区社協事業の「いきいきサロン事業」で様々な自治会を訪問し、地

域の居場所の魅力を PRし、立ち上げを促す。 

○既存の居場所や地域活動を継続できるように、関係機関との連携を強化

し、運営をサポートする体制を構築する。 

長期目標 

○地域特性に応じた住民主体の仕組みづくりを検討し、居場所づくりと居

場所を支える担い手の育成を推進する。 

○地域住民が抱える地域課題を把握し、関係機関が情報共有と連携を図る

ことで、地域で安心して生活ができる支援体制が構築できる。 

 

 

○協議体（ふくまち委員会）の進捗等 

開催状況 

2回開催 

・令和 3年 6月 29日 

・令和 4年 3 月（書面開催） 

協議内容 

○１回目の会議では、各団体役員の変更により委員の一部にも変更が生じたため、ふくまち委員

会の役割と第３期地域福祉活動計画内容について説明を行い、共有を図った。 

○２回目の会議では、コロナ禍の影響により書面決議の形式にて実施となった。地域の居場所に

関して、新規立ち上げや活動再開の状況を伝え、地域活動が順調に進行していることを共有し

た。 

 また、次年度の方針として、引き続き居場所の新規立ち上げを働きかけていくことや既存の取

組について、継続支援を行っていく旨をまとめた事務局案を提案し合意を得た。 
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○圏域内における今年度の活動状況と次年度の方針 

今年度の 

活動状況 

○地域の居場所について進展があり、新規の活動として「小百サロン」が設置された。小百自治

会主導のもと週１回（毎週月曜日）の開催頻度で実施され、「日光ちょきんアップ体操」や「健

康と福祉相談会」などの介護予防といきがいづくりを兼ねたプログラムを実施している。 

○地区社協事業「いきいきサロン」を活用した意識啓発により、１つの自治会から居場所設置に

向けて前向きな相談があった。今年度は活動開始までには至らなかったが、令和４年度も引き

続き新規設置の働きかけを行っていく。 

○地域内で活動している倉ヶ崎、豊田住宅でのサロン活動も再開することができた。 

次年度の 

方針 

○ふくまち委員会の場で、新たな地域課題を把握・共有するとともに、地域住民が安心して参加 

できる居場所や交流の場づくりについて協議・検討を行う。 

○気軽に通える交流の場を設けるために、既存サロンや自治会が継続して交流活動を行える環境 

づくり及び体制づくりを進める。 
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６ 大沢圏域 

項  目 圏域内数 全市数 

人口 17,800人 79,820人 

 年少人口 

0～14歳（年少人口率） 
2,002人 

（11.2％） 

6,926人 

（8.7％） 

生産年齢人口 

15～64歳（生産年齢人口率） 
10,467人 

（58.8％） 

44,419人 

（55.6％） 

老齢人口 

65歳以上（高齢化率） 
5,331人 

（29.9％） 

28,475人 

（35.7％） 

自治会数 25 224 

世帯数 7,638世帯      36,610世帯 

民生委員児童委員 32人 233人 

 主任児童委員数 2人 26人 

単位老人クラブ数 11単位 95単位 

生活保護受給世帯数 80世帯 569世帯 

要介護認定者数 680人 4,279人 

 要支援１・２ 131人 877人 

 要介護１ 171人 1,112人 

 要介護２ 122人 767人 

 要介護３ 82人 623人 

 要介護４ 99人 596人 

 要介護５ 54人 304人 

高齢者世帯数 3,110世帯 17,869世帯 

 独居世帯数 1,199世帯 7,707世帯 

 高齢者夫婦世帯数 1,816世帯 10,162世帯 

緊急通報装置システム利用者数 121人 824人 
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○地区資源マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ↓マップへのアクセスはこちら↓ 

   http://www.shakyo-nikko.or.jp/publics/index/211/ 
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○社会資源（インフォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

住民活動 

通いの場「地域の居場所」 

・日光ちょきんアップ体操の活動 

（平成町自治会、モリ森塾、猪倉北町ふれあい交流会） 

・その他 

（よってらっせ会、日本語教室、ひなたぼっこ、ちいさなき、

さがみや、たいらや、オータニ、サンユー、ふた里あおぞら、

サウナカフェ・キートス） 

生活支援の取り組み 

・配食サービス（大沢地区社会福祉協議会） 

・弁当宅配サービス（コープデリ日光センター、心華亭、まごころ

弁当日光店） 

・食材宅配サービス（JAかみつが） 

・薬の配達（くすりのこぼり） 

・買い物の配達（カインズホーム） 

・灯油の配達（地区内ガソリンスタンド） 

・移動支援（NPO法人毎日クリスマス、NPO法人ウエーブ） 

・身の回りのお手伝い（猪倉北町自治会、NPO法人ウエーブ） 

・福祉タクシー（はなちゃん福祉タクシー） 
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○社会資源（フォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

社会福祉 

施設等 
高齢者福祉施設 

【介護保険施設】 

・今市東地域包括支援センター 

・今市南地域包括支援センター 

・ヴィラフォーレスタ森の家 

（介護老人保健施設、居宅介護支援、ホームヘルプ、デイケア 

グループホーム、訪問リハビリテーション、ショートステイ） 

・見龍堂メディケアユニッツ 

（介護老人保健施設、ホームヘルプ、訪問リハビリテーション 

デイケア、ショートステイ） 

・大室さくら苑 

 （特別養護老人ホーム、ホームヘルプ、デイサービス、ショート

ステイ、居宅介護支援） 

・喜わだ亭（特別養護老人ホーム） 

・きわだの郷 

 （地域密着型特別養護老人ホーム、小規模多機能型居宅介護） 

・ケアプラン縁（居宅介護支援） 

・訪問看護ステーションフォレスト日光（訪問看護） 

・NPO法人 あかね会（デイサービス、居宅介護支援） 

・デイサービス風舞（デイサービス） 

・デイサービス春の間（デイサービス） 

・デイサービス笑楽（デイサービス） 

・日光リハビリガーデン（デイサービス） 

 

【高齢者の生活支援サービス】 

・森友あかね、ひなたぼっこ、あおぞら、ちいさなき 

（オアシス支援事業） 

・もりのいえ、見龍堂メディケアユニッツ 

 （生活支援ホームヘルプサービス） 

活動拠点 

共同利用施設・ 

地域利用施設 
・大沢地区センター（支所・公民館・体育館） 

自治会館等 ・各自治会の公民館 

その他 ・日光市農村環境改善センター（大室） 

公園 

・大室ダム 

・高知山 

・大沢公民館（中庭） 
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医療機関 

・見龍堂医療福祉総合クリニック 

・石塚クリニック 

・森島小児クリニック 

・いとうクリニック 

・大澤台病院 

・亀森レディースクリニック 

 

 

○人的資源 

項  目 内容など 

団体・ 

グループ 

等 

福祉活動団体 

・大沢地区社会福祉協議会 

・大沢地区民生委員児童委員協議会 

・大沢地区長寿会連合会 

ボランティアグループ 

・地区社協登録ボランティア（登録制） 

・わたし、大沢ボランティア隊（登録制）⇒小中学生ボランティア 

・ＯＶＫ（大沢ボランティア活動）⇒中高生ボランティア 

・大沢青年団 ⇒青年層ボランティア 

・シルバー大学今市支部遊々会 

・おせっ会（猪倉北町） 

ＮＰＯ 
あかね会、咲らん坊、とちぎ消費生活サポートネット、東日本国際

ホテル交流協会、より道、SC大沢（スポーツクラブ大沢） 

その他団体 

自治会長会、自治公連、交通安全協会、防犯協会 

母子福祉会、遺族会、老人クラブ、地区子連、スポーツ協会 

児童生徒健全育成協議会、大沢ひまわり隊 

大沢ふれあい実行委員会、おおさわふれあい祭り実行委員会 

つながりと日本語＠日光、０から農園 
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○圏域内における地域活動等 

項  目 内容など 

地区社協 

給食サービス 

月２回（８月は休み）、地区内の高齢者を対象に見守りを目的とし

て弁当を配布。調理から配達までボランティアが中心となり実施

している。 

いきいきサロン 
地域住民の交流を目的に各自治公民館を拠点として、手上げ方式

で実施。内容は、自治会の要望に応じて設定している。 

ふれあい交流会 
対象は、地区在住の 65歳以上の高齢者。高齢者の交流、生きがい

づくりを目的に地区を北・中・南部に分けて、年６回開催する。 

おおさわふれあい祭り 

平成 29年度より、地区社協主催の「大沢ふれあいフェスティバル」

と大沢公民館主催の「公民館まつり」との合同実施となり、標記名

称になった。地区内の文化活動の発表の場及び住民の福祉理解を

深め、住民同士の交流を促進する場として年１回実施。 

実行委員会を組織し、企画・運営にあたっている。 

主な内容は、サークル活動や学生の学習成果発表、各種体験（福祉

体験含む）、各種展示など。 

※R3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 

ボランティア研修 

対象は、地区社協登録ボランティア。他地区で活動しているボラン

ティアの取り組みについて学ぶことにより、ボランティアの資質

向上を図ることを目的とした視察研修を実施。年２回開催。 

※R3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 

しゃきょう研修 

地域住民を対象に福祉への関心を高め、地域福祉活動への理解を

深めることを目的とした視察研修を実施。年１回実施。 

※R3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 

介護教室 
転倒予防や認知症予防講座など、高齢者の介護予防を目的に月１

回開催（モリ森塾）。 

障がい者ふれあい事業 
障がい者と地域住民との交流事業。 

「夢の森・夢の里」及び「より道」と共催。 

民生委員 

児童委員 

協議会 

保育園児と障がい者のふれ

あい事業 

（健全育成事業） 

保育園児と障がい者の交流会。民児協の交流部会が中心となり、自

主的に運営している。 

※R3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 

老人 

クラブ 

協議会 

グラウンドゴルフ大会 

輪投げ・ペタンク大会 

会員の交流と健康増進のため、各種事業を実施。 

※輪投げ・ペタンク大会…R3 年度は、新型コロナウイルス感染症

の影響により中止。 
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○地域課題 

課  題 交流の機会・場が少ない。 

要  因 
○古くからの住宅地と新旧多くの分譲住宅地が点在しており、地域とのつ

ながりが希薄。 

援助目標（１年） 

○関係機関と連携を図りながら、地域課題の共有及び解決に向けた取り組

みについて協議を進める。 

○介護予防に特化した新しい集いの場モデルが地区内に 3ヶ所できる。 

長期目標 

○地域特性に応じた住民主体の仕組みづくりを検討し、居場所づくりと居

場所を支える担い手の育成を推進する。 

○地域住民が抱える地域課題を把握し、関係機関が情報共有と連携を図る

ことで、地域で安心して生活ができる支援体制を構築できる。 

 

 

○協議体（ふくまち委員会）の進捗等 

開催状況 
1回開催 

・令和 4年 3 月（書面開催） 

協議内容 

○新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、書面形式にて、住民向けの「相談支援の手引き

（パンフレット）」作成にあたり、経過および今後の方向性について委員へ提案し、合意を得

た。 

○委員からは、ふくまち委員会と日常生活圏域ケア会議が協働することで、より地域のニーズに

沿ったパンフレットの作成につながるのではないか。また、パンフレットを配布する際は、自

治会未加入者への対応も検討する必要があるのではないか、との意見が聞かれた。 

 

 

○圏域内における今年度の活動状況と次年度の方針 

今年度の 

活動状況 

○大沢地区における重点テーマ「“気にかけ”運動の推進」の第一歩として、 

 ①当該運動及び相談機関の周知、 

  ②有事の際の自治会未加入世帯の把握及びリスト作りの 2つの取り組みを想定し、ふくまち

委員会及び圏域ケア会議の中で協議を図った。 

 

○ふくまち委員会と日常生活圏域ケア会議の双方で、住民向けの「相談支援の手引き（パンフレ

ット）」作成に向けた協議を進め、具体的な方向性を打ち出し共有を図った。 

次年度の 

方針 

○地域と専門職の連携による、包括的な相談支援体制の構築を目指し、「相談支援の手引き（パ

ンフレット）」作成のための検討や地域課題の共有等を通じて、ふくまち委員会と日常生活圏

域ケア会議との連携強化を図る。 

 

○既存の居場所において、関係機関との連携によるアウトリーチ（日常生活圏域ケア会議メンバ

ーによる出張相談等）を行い、介護予防や総合相談の機能に重点を置いたフォローアップを積

極的に働きかけていく。併せて、新たな居場所の立ち上げ支援等も進めていく。 
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７ 塩野室圏域 

項  目 圏域内数 全市数 

人口 2,461人 79,820人 

 年少人口 

0～14歳（年少人口率） 
239人 

（9.7％） 

6,926人 

（8.7％） 

生産年齢人口 

15～64歳（生産年齢人口率） 
1,252人 

（50.9％） 

44,419人 

（55.6％） 

老齢人口 

65歳以上（高齢化率） 
970人 

（39.4％） 

28,475人 

（35.7％） 

自治会数 12 224 

世帯数 984世帯 36,610世帯 

民生委員児童委員 6人 233人 

 主任児童委員数 2人 26人 

単位老人クラブ数 0単位 95単位 

生活保護受給世帯数 7世帯 569世帯 

要介護認定者数 135人 4,279人 

 要支援１・２ 22人 877人 

 要介護１ 30人 1,112人 

 要介護２ 23人 767人 

 要介護３ 18人 623人 

 要介護４ 31人 596人 

 要介護５ 11人 304人 

高齢者世帯数 529世帯 17,869世帯 

 独居世帯数 175世帯 7,707世帯 

 高齢者夫婦世帯数 314世帯 10,162世帯 

緊急通報装置システム利用者数 14人 824人 
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○地区資源マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ↓マップへのアクセスはこちら↓ 

   http://www.shakyo-nikko.or.jp/publics/index/211/ 
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○社会資源（インフォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

住民活動 

通いの場「地域の居場所」 

・まちの縁側 

（ファミリーマート 日光塩野室店） 

・その他 

（芝河原自治会、和田自治会） 

生活支援の取り組み ・配食サービス（塩野室地区社協） 

 

 

○社会資源（フォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

社会福祉 

施設等 
高齢者福祉施設 

【介護保険施設】 

 ・今市東地域包括支援センター 

・特別養護老人ホームさんらいず（デイサービス、居宅介護支援） 

 ・デイサービス森の郷（デイサービス） 

・小規模多機能ホーム笑顔の家（小規模多機能型居宅介護事業） 

・グループホーム塩野室ハウス（グループホーム） 

・グループホームあさひ塩野室（グループホーム） 

・グループホームひなた（グループホーム） 

 

【高齢者の生活支援サービス】 

・グループこばやし（オアシス支援事業所） 

活動拠点 

共同利用施設・ 

地域利用施設 
・小林公民館 

自治会館等 ・各自治会の公民館 

公園 ・塩野室運動公園 

医療機関 ・塩野室診療所 
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○人的資源 

項  目 内容など 

団体・ 

グループ 

等 

福祉活動団体 
・塩野室地区社会福祉協議会 

・塩野室地区民生委員児童委員協議会 

その他団体 
・塩野室地区自治会長会 

・塩野室地区自治公連 

 

 

○圏域内における地域活動等 

項  目 内容など 

地区社協 

給食サービス事業 
ひとり暮らし高齢者等で見守りが必要と思われる世帯に手作り弁

当を配付し、安否確認を行う。 

広報誌発行事業 地区社協広報誌「しおのむろ」を年 1回発行。 

いきいきサロン 

閉じこもり予防を目的に社会活動への参加促進を図るとともに、

住民同士が気軽に集まれる交流の場の提供している。 

令和３年度は、２つの自治会で実施している。 

花いっぱい運動 

塩野室診療所前の花壇の花植えを行う。 

自治会、民児協、小中学校、障がい者施設の協働事業となっており、

作業を通じて、多世代交流の場となっている。 

世話役 地区社協事業やサロン活動の担い手を育成している。 

民生委員 

児童委員 

協議会 

豊岡・塩野室地区民児協合

同視察研修 
豊岡地区民児協と合同で視察研修を行っている。 

幼児訪問 

１歳児がいる世帯を訪問し、おしりふきを配付している。 

この事業を通じて、関わりの少ない世帯との関係性を築くことが

でき、普段の見守りにつなげることができる。 
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○地域課題 

課  題 

○交通機関が不便 

○農閑期の外出機会が少ない 

○日中独居が多く、他者との交流が少ない 

○買い物に不便 

要  因 

○住民が集う場が少ない 

○公共交通機関が少ない 

○商店が少ない 

援助目標（１年） 

○地域課題及び支えあいの仕組みや活動について協議を行い、地区社協な

どと連携して活動を進めることで、地域内の連携強化を図る。 

○世話役が活動できる機会を増やし、世話役の資質向上を図る。また、自治

会長や地域住民の世話役に対する理解促進を行う。 

○地区内で新たな居場所の把握・設置・拡充を進め、自治会等が主体的に居

場所運営ができるよう体制を整える。地区全域へ浸透させるため、講座

や広報等により、居場所の重要性等の周知啓発を行う。 

長期目標 

○地域特性に応じた住民主体の仕組みづくりを検討し、居場所づくりと居

場所を支える担い手の育成を推進する。 

○地域住民が抱える地域課題を把握し、関係機関が情報共有と連携を図る

ことで、地域で安心して生活ができる支援体制を構築できる。 

 

 

○協議体（ふくまち委員会）の進捗等 

開催状況 

2回実施 

・令和 3年 7月 20日 

・令和 4年 3 月（書面開催） 

協議内容 

○会議構成員の変更があり、新たに委嘱された委員が複数人いたため、１回目の会議では、当委

員会の概要を説明した。また、「地域の居場所」について情報交換を行い、コロナ禍により多

くの居場所が活動を休止していることを確認した。それを踏まえて、活動再開に向けた側面的

な支援を行っていく旨を支援方針としてまとめた。 

○年度末に２回目の会議を開催する予定であったが、新型コロナウイルス感染拡大の影響によ

り、書面決議の形式に切り替えた。令和２年度から続く地域活動自粛の様子に「コロナ禍によ

り活動が休止となり残念である」との意見が挙げられる中、感染予防対策を取りながら徐々に

活動が再開されている状況から、「少しずつ地域を盛り上げていこう」「コロナ感染症が収束し

たら活動再開に向け全力で協力したい」等の意見が多く寄せられ、地域活動再開に向け意欲的

に支援することの意思統一を図ることができた。 
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○圏域内における今年度の活動状況と次年度の方針 

今年度の 

活動状況 

○ふくまち委員会を開催することで地域の課題等を検討する場を作り、地域の現状や今後の地域

の在り方について話し合うことができたとともに委員の意見を把握することができた。 

 

○世話役については、コロナ禍のため活動の機会が少なく地区内に世話役制度を浸透させること

ができなかった。 

 

○居場所については、広報や事業等での説明を積極的に行うことで、運営及び参加への動機付け

を行うことができた。 

 

○コロナ禍のため、新規の居場所の立ち上げは難しかったが、人材の発掘と立ち上げに向けた準

備を進めることができた。 

次年度の 

方針 

○地域課題及び支えあいの仕組みや活動について協議を行い、関係機関などと連携して活動を進 

めることで、地域内の連携強化を図る。 

 

○世話役が活動できる機会を増やし、世話役の資質向上を図るとともに、自治会長や地域住民の

世話役に対する理解促進を行う。 

 

○新たな居場所の把握・立ち上げ・拡充を進め、自治会等が主体的に居場所運営ができるよう体

制を整える。また、圏域内全域へ浸透させるため、講座や広報等により、居場所の重要性等の

周知啓発を行う。 
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８ 日光圏域・小来川圏域・中宮祠圏域 

項  目 圏域内数 全市数 

人口 11,704人 79,820人 

 年少人口 

0～14歳（年少人口率） 
144人 

（1.3％） 

6,926人 

（8.7％） 

生産年齢人口 

15～64歳（生産年齢人口率） 
6,487人 

（55.4％） 

44419人 

（55.6％） 

老齢人口 

65歳以上（高齢化率） 
5,073人 

（43.3％） 

28,475人 

（35.7％） 

自治会数 49 224 

世帯数 5,728世帯 36,610世帯 

民生委員児童委員 41人 233人 

 主任児童委員数 8人 26人 

単位老人クラブ数 26単位 95単位 

生活保護受給世帯数 52世帯 569世帯 

要介護認定者数 876人 4,279人 

 要支援１・２ 173人 877人 

 要介護１ 226人 1,112人 

 要介護２ 142人 767人 

 要介護３ 157人 623人 

 要介護４ 119人 596人 

 要介護５ 59人 304人 

高齢者世帯数 3,471世帯 17,869世帯 

 独居世帯数 1,499世帯 7,707世帯 

 高齢者夫婦世帯数 1,884世帯 10,162世帯 

緊急通報装置システム利用者数 157人 824人 
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○地区資源マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ↓マップへのアクセスはこちら↓ 

   http://www.shakyo-nikko.or.jp/publics/index/211/ 
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○社会資源（インフォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

住民活動 

通いの場「地域の居場所」 

・日光ちょきんアップ体操の活動 

 （鉢壱サロン、稲荷町２丁目、御幸町、宝殿交流会、久次良町自

治会、野口自治会、清滝地区、西小来川長寿会、若杉町、稲荷

町１丁目、霧降アーティスト仲間） 

・スポーツ“グラウンドゴルフ”等 

 （七里 SC、所野 GG愛好会、ラ・ベル、軽スポーツ教室、栃の実

会、ハイビスカス、マチコ・ハウラ・フラ、レディーススポー

ツクラブ、リバーサイドグラウンドゴルフクラブ、和泉自治

会、清瀧会） 

・その他 

 （大工町自治会、花石町自治会、裏見台自治会、霧降自治会、七

里自治会、フレンディ、野口自治会、東小来川カラオケ愛好会、

日清会、将棋・囲碁愛好会、所野コミュニティ推進協議会、延

寿会、趣味の会） 

生活支援の取り組み 
・配食サービス（日光地区社会福祉協議会小来川支部） 

・身の回りのお手伝い（ホリイ新聞店「孫の手サービス」） 
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○社会資源（フォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

社会福祉 

施設等 
高齢者福祉施設 

【介護保険施設】 

 ・日光・足尾地域包括支援センター 

 ・社会福祉法人晃友会（居宅介護支援、特別養護老人ホーム、 

  デイサービス、ショートステイ） 

 ・介護老人保健施設にっこう（居宅介護支援、介護老人保健施設、 

デイケア） 

 ・ケアプランきぼう（居宅介護支援） 

 ・デイサービスなごみの森（デイサービス） 

 ・デイサービスセンターやしお（居宅介護支援、デイサービス） 

 ・デイサービスセンターのぞみ（デイサービス） 

 ・ケアステーションあさひ日光（デイサービス） 

 ・なかよし荘（デイサービス） 

 ・小来川デイサービスセンター（デイサービス） 

 ・日光市中宮祠介護サービスセンター（デイサービス） 

 ・介護保険事業所ひかり（ホームヘルプサービス） 

 

【高齢者の生活支援サービス】 

 ・はじめのいっぽ（オアシス支援事業所） 

 

【その他】 

 ・日光福祉保健センター 

活動拠点 

共同利用施設・ 

地域利用施設 
・各自治会の集会所 

自治会館等 

・日光公民館 

・中宮祠公民館 

・奥日光コミュニティセンター 

・小来川地区センター 

・小来川地区林業研修センター 

公園 ・日光運動公園 

医療機関 

【日光】 

 ・日光市民病院 

 ・藤原医院 

 ・小泉内科クリニック 

 ・小西医院 

 ・いちいクリニック 

 ・岡医院 

 ・日光野口医院 

 

【中宮祠】 

 ・日光市立奥日光診療所 

 

【小来川】 

 ・日光市立小来川診療所 
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その他利用可能な社会資源 
・親子の広場（有償で未就学児の一時預かりを行う） 

・介護保険事業所ひかり（生活支援ホームヘルプサービス） 

 

 

○人的資源 

項  目 内容など 

団体・ 

グループ 

等 

福祉活動団体 
・日光地区社会福祉協議会 

・日光地区民生委員児童委員協議会（東町・西町・清滝・小来川） 

ボランティアグループ ・友遊会（小来川地区にて配食サービスを実施） 

ＮＰＯ ・楽っこの会（親子広場を運営） 

その他団体 ・日光地区自治会長会 

 

 

○圏域内における地域活動等 

項  目 内容など 

地区社協 

研修会 
地域福祉をテーマとした研修会 

※R3年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止。 

各種支部事業 

 

日光地区は広域であるため、6エリアに分け、それぞれに地区社協

支部を設置し、小地域ごとの地域福祉活動を推進している。 

 

〇各支部と主な事業 

【東町支部】 

 ・高齢者見守り事業「グラウンドゴルフ大会」 

  ※R3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 

 ・社会貢献事業「85歳高齢者への記念品配付」 

  ※12月に記念品（クッキー詰め合わせ）を配布。 

対象者数 30名 

 

【西町支部】 

 ・高齢者招待事業 

  ※R3年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 

   当日予定していた研修会の資料、お弁当を参加者へ配布。 

 

【清滝支部】 

 ・高齢者運動会 

  ※R3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 
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【杉並木支部】 

 ・高齢者に関する福祉活動事業「75歳以上独り暮らし、80歳以

上の高齢者への記念品配布」10～11 月に記念品（ふりかけ、

缶詰）を配布。対象者数 600名。 

 

【小来川支部】 

 ・配食サービス 

  ※R3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 

   代替えとして１２月に、０歳～小学６年生、７５歳以上高齢

者を対象に、小来川地区民生委員・主任児童委員による家庭

訪問、お菓子詰め合わせの配布。 

   対象者数０歳～小学６年生３９人、７５歳以上１５３人 

 

【奥日光支部】 

 ・サロン活動 

  ※R3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止。 

   日光市老人クラブ連合会日光地区連絡協議会役員と奥日光 

幸寿会共同で室内ペタンク交流会を実施。 

民生委員 

児童委員 

協議会 

定例会 概ね月１回開催。情報交換や支援困難ケースの検討を行う。 

老人 

クラブ 

協議会 

グラウンドゴルフ 

輪投げ 

ペタンク 

スポーツ交流会 

健康づくりと交流促進を目的としたスポーツイベント。市老連ニ

ュースポーツ大会の予選を兼ねている。 

また、地区老人クラブ役員と奥日光地区、小来川地区の老人クラブ

会員間でスポーツ交流会を行っている。 

研修会 

コロナ禍のため、小さな単位での研修会や交流会を行っている。 

・日光地区版サークル発表会 

・にっこうを再発見する研修会 

・女性部主催研修会 

 

 

○地域課題 

課  題 

【日光】 

 ○日常生活での世話役を担う方が減少している。 

 ○新型コロナウイルス感染拡大の影響により住民活動が自粛傾向にあ

り、交流の機会が減少している。活動再開の働きかけが必要と思われ

る。 

 

【小来川】 

 ○災害時のささえ合い体制の構築 

 

【中宮祠】 

 ○高齢化率、独居世帯は年々増加している傾向にあり、閉じこもりによ

る認知症の進行や孤独死のリスクが高まっている。見守り体制づくり

やアウトリーチの構築が必要と思われる。 

 ○地区住民の高齢化に伴い、日常生活において福祉活動を担う人材が減

少傾向となっている。 
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要  因 
【3圏域共通】 

 ○高齢化が進み、高齢者のみの世帯や独居高齢者が増加。 

援助目標（１年） 

【日光】 

 ○新型コロナウイルス感染対策への理解促進と対策強化を図り、地域活

動の再開を促す。 

 ○地縁組織に属さない住民の居場所づくりと活動支援を行う。また地域

課題を抱えた自治会等を対象に、専門職（保健師、社会福祉士等）と

連携した居場所づくりを行う。 

 ○地域活動の担い手を養成する。また地域における見守り活動の推進・

強化を図る。 

 

【小来川】 

 ○新型コロナウイルス感染対策への理解促進と対策強化を図り、地域活

動の再開を促す。 

 

【中宮祠】 

 ○防災マップの活用及び緊急連絡網活用訓練 

 ○新型コロナウイルス感染対策への理解促進と対策強化を図り、地域

活動の再開を促す。                                                                                                                                                                                                          

長期目標 

【3圏域共通】 

 ○多様なつながりの形が増えていくことで、地域コミュニティの互助や

共助、連帯を強めるとともに、つながりの喪失や孤立等の課題を解決

する。また、居場所づくりなどの活動を通して、改めて地域のつなが

り大切さを再確認するとともに、つながりを可視化させていくこと

で、地域住民が「地域の困りごとに気づく力」を高めていく。 

 

 ○地域福祉活動の中心となっている自治会の役員や民生委員・児童委員

等の人たちに活動の負担が集中することを解消していくため、福祉関

係者以外の多様な主体が地域づくりに参加できるような機会（出番・

役割）を設ける。また新たな担い手の発掘・育成されることで、さら

なる「地域の支え合う力」を高める。 
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○協議体（ふくまち委員会）の進捗等 

開催状況 

【日光】 

2回開催 

・令和 3年 11月 2日 

・令和 4年 3月 28日 

 

【小来川】 

2回開催 

・令和 3年 6月 28日 

・令和 4年 3月 30日 

 

【中宮祠】 

1回開催 

・令和 3年 7月 14日 

協議内容 

【日光、小来川、中宮祠共通】 

 第２期地域福祉活動計画の評価及び第３期地域福祉活動計画の策定を行った。 

 

【日光】 

 ○各委員より地域活動の報告があり、担い手養成講座の成果として、栃木県立日光明峰高校の

生徒が主催する交流事業を企画していることや、稲荷町１～３丁目にて地域の居場所の新規

立ち上げを進めていること等の報告があった。 

 ○これらの取組について、ふくまち委員会がバックアップをしていくことで合意がなされ、人

的支援や経済的支援を行っていくことになった。 

 

【小来川】 

 ○構成員変更のため地区課題の再確認を行った。 

  その結果として、 

   ①担い手の高齢化により地域行事の継続が困難な状況であること 

   ②買い物に関して、店舗がなく、自分でほしいものを選ぶ機会が少ないこと 

  の２点が課題であるとし、解決のために 

   ①地域行事については、従来の運営方法を見直し、コロナ禍や高齢化でも実施できる方法

を検討すること 

   ②移動手段や店舗がないことで感じている生活上の問題に目を向け解決策を考えること 

  の２点を今後の方針とすることで合意を得た。 

○地域活動の担い手に関して、若年層の参加促進が重要であるとし、若者が主体的に地域活動

に参加できるような働きかけをしていくこととした。 

 

【中宮祠】 

 ○１回目の会議にて、コロナ禍における地域の現状について情報交換を行い、「コロナ禍によ

り交流の機会が喪失している」、「くらしの困りごとを受け止め解決する仕組みが整っていな

い」等の課題が表出していることを確認した。 

 ○解決のために「感染症対策をテーマとした担い手養成講座の開催」や「困りごとを自治会や

民生委員が受け止められる福祉体制の構築」等を令和３年度の活動方針として位置づけ、実

施していくこととなった。 

 ○予定では２回目の会議にて具体的な推進方法について検討を行う予定であったが、新型コロ

ナウイルスの影響により、会議の開催ができなかったため、担い手養成講座は資料配布によ

る情報提供に切り替え実施し、福祉体制構築の協議については令和４年度に持ち越すことと

なった。 
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○圏域内における今年度の活動状況と次年度の方針 

今年度の 

活動状況 

【日光】 

 ○地域の居場所活動は、感染拡大が懸念される期間に代表者等へ連絡し、休止や再開を把握。

また、再開時には、感染対策チラシ等を配布するなど、コロナ禍においての地域活動を支援

することができた。一方、活動休止から３年近くが経過している居場所には、参加者の減少、

まとめ役の不在、活動のマンネリ化など課題が見えてきた。 

  高校生世代への担い手養成については、学校側の理解・協力も得られ、調整を進めていたが、

感染拡大により令和４年度へ延期することとなった。この取組では、若い世代から高齢者ま

で幅広い年齢層、地縁関係者以外や広範囲の地区住民の参加希望があった。 

 

【小来川】 

 ○高齢者が多い小来川地区の自治会や地域活動は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあ

り、活動規模を縮小して実施することや中止の状態が続いている。そのため、会議等の開催

も十分ではなく、生活課題等が把握しきれていない。そのため、令和４年度への継続的な課

題とする。 

 

【中宮祠】 

 ○新型コロナウイルス感染拡大の影響により、定期的なふくまちの開催や対面での研修などが

実施できなかったが、地域活動が実施できるよう地域のキーパーソンに対して情報を提供し

た。感染症の影響によって生じる日常生活の困りごとや課題を共有できた。 

次年度の 

方針 

【日光】 

 ○社会的孤立や孤独を防止するために、各自治会の見守り活動の把握・分析をする。 

  また、見守り活動に課題を抱えている地域に対し、意識啓発等の支援を行う。 

 ○資源データとして活用するため、継続して地域の居場所に関する実態を把握する。 

  また、コロナ禍で活動を休止している居場所に対して再開への促しを行う。 

 ○地域の福祉活動の担い手として、地域の若者（高校生）世代を実践を通して養成する。 

  また、ふくまち委員会に継続参加してもらうことで、協議の場を通して担い手としての意識

を醸成する。 

 

【小来川】 

 ○新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、地区の生活課題等が把握しきれていないた

め、感染症の動向を注視しながら、実態を把握する。 

 ○社会的孤立や孤独を防止するため、各自治会の見守り活動の把握・分析をする。 

  また、見守り活動に課題を抱えている地域に対し、意識啓発等の支援を行う。 

 ○老人クラブ、自治会、地域団体等の地域資源と連携しながら、多様な交流の場づくりを促進

する。 

 

【中宮祠】 

 ○社会的孤立や孤独を防止するため、各自治会の見守り活動の把握・分析をする。 

  また、見守り活動に課題を抱えている地域に対し、意識啓発等の支援を行う。 

 ○老人クラブ、自治会、地域団体等の地域資源と連携しながら多様な交流の場づくりを促進す

る。 

 

 

 

 



59 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



60 

９ 藤原圏域・三依圏域 

項  目 圏域内数 全市数 

人口 8,052人 79,820人 

 年少人口 

0～14歳（年少人口率） 
536人 

（6.6％） 

6,926人 

（8.7％） 

生産年齢人口 

15～64歳（生産年齢人口率） 
4,168人 

（51.8％） 

44,419人 

（55.6％） 

老齢人口 

65歳以上（高齢化率） 
3,348人 

（41.6％） 

28,475人 

（35.7％） 

自治会数 37 224 

世帯数 4,350世帯 36,610世帯 

民生委員児童委員 29人 233人 

 主任児童委員数 2人 26人 

単位老人クラブ数 15単位 95単位 

生活保護受給世帯数 130世帯 569世帯 

要介護認定者数 481人 4,279人 

 要支援１・２ 113人 877人 

 要介護１ 125人 1,112人 

 要介護２ 89人 767人 

 要介護３ 57人 623人 

 要介護４ 65人 596人 

 要介護５ 32人 304人 

高齢者世帯数 2,093世帯 17,869世帯 

 独居世帯数 1,161世帯 7,707世帯 

 高齢者夫婦世帯数 874世帯 10,162世帯 

緊急通報装置システム利用者数 126人 824人 
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○地区資源マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ↓マップへのアクセスはこちら↓ 

   http://www.shakyo-nikko.or.jp/publics/index/211/ 
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○社会資源（インフォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

住民活動 

通いの場「地域の居場所」 

・日光ちょきんアップ体操の活動 

 （ちょきんアップ体操ふじの郷、大原市営住宅自治会、藤原ちょ

きんアップ体操） 

・スポーツ“グラウンドゴルフ”等 

 （つつじヶ丘自治会、大原自治会、自由ヶ丘自治会、高徳自治会

ミニグラウンドゴルフサロン） 

・その他 

 （おたのしみ会、川治地区サロン、藤原銀嶺会、クラフト教室 

  自由ヶ丘長生会、みよりお買物支援、高齢化集落対策事業） 

生活支援の取り組み 

・給食サービス（藤原地区社協） 

・身の回りのお手伝い 

（ホリイ新聞店「孫の手サービス」、まつぼっくり） 

・お弁当配達（社会福祉法人すかい、美膳、田毎） 

・灯油配達（地区内ガソリンスタンド） 

・子育てタクシー（鬼怒川タクシー） 

 

 

○社会資源（フォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

社会福祉 

施設等 
高齢者福祉施設 

【介護保険施設】 

 ・藤原・栗山地域包括支援センター 

 ・社会福祉法人愛泉会 

  （特別養護老人ホーム、居宅介護支援、ホームヘルプ） 

 ・介護保険事業所ふじの郷（居宅介護支援、ホームヘルプ） 

 ・NPO法人あかね会（グループホーム） 

 ・在宅介護支援デイサービスうえの荘（デイサービス） 

 ・藤原デイサービスセンターななほし（デイサービス） 

 ・福田リハビリセンター（デイサービス） 

 

【高齢者の生活支援サービス】 

 ・NPO法人あかね会 

  （オアシス支援事業・認知症カフェ） 

 

【その他】 

 ・社会福祉法人すかい「すかいの郷こもれび」 

  （サービス付き高齢者向け住宅） 

活動拠点 
共同利用施設・ 

地域利用施設 

・藤原公民館           ・藤原総合文化会館 

・川治コミュニティセンター 

・川治たんぽぽ広場 

・鬼怒川コミュニティセンター 

・藤原福祉センター（社協藤原支所） 
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自治会館等 ・各自治会の公民館 

その他 ・社会福祉法人 すかい「交流ホーム あおぞら」 

公園 
・藤原運動公園 

・旧川治小・中学校グラウンド 

医療機関 
・川村医院 

・獨協医科大学日光医療センター 

 

 

○人的資源 

項  目 内容など 

団体・ 

グループ 

等 

福祉活動団体 

・藤原地区社会福祉協議会 

・藤原地区民生委員児童委員協議会 

・日光市老人クラブ連合会藤原地区連絡協議会 

ボランティアグループ ・音訳サークル ひまわり 

ＮＰＯ 
・あかね会 

・はばたき（まつぼっくり） 

その他団体 ・藤原地域自治会長会 

 

 

○圏域内における地域活動等 

項  目 内容など 

地区社協 

高齢者友愛訪問 
８０歳以上の一人暮らし高齢者に対して、誕生日祝い品を贈呈す

るとともに、相談・見守りなどの支援を行う。 

子育て支援訪問 
満１歳・２歳児のいる家庭に対して、誕生日祝い品を贈呈するとと

もに、相談・見守りなどの支援を行う。 

地域福祉活動助成金 
ボランティア団体や青少年健全育成等の地域福祉活動団体に対し

て助成金を交付する。 
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安心見守りネットワーク事

業 

日光市社協が設置する「小地域福祉見守り活動事業」を地区社協が

実施主体となり、自治会長会・民生委員児童委員会等の協力を得

て、高齢者・障がい者等の見守り活動の啓発に取り組む。 

地域福祉活動推進 
自治会単位で行う福祉活動や事業を対象に活動助成金を交付す

る。 

広報誌発行 
広報誌「ふじの和」を発行し、地域活動（自治会や地区内社会資源

の取り組み等）を紹介する。 

民生委員 

児童委員 

協議会 

定例会 概ね月１回開催。情報交換や支援困難ケースの検討を行う。 

老人 

クラブ 

協議会 

グラウンドゴルフ大会 

研修旅行 

様々な事業を通して、仲間づくりおよび会員の健康増進を図って

いる。 

 

 

○地域課題 

課  題 

○買物や通院が困難になってきている。 

○孤立している高齢者世帯が潜在する。 

○フォーマルなサービスが少なく、希望する福祉サービスが利用できないこ

とがある。 

○認知症高齢者の行方不明や独居高齢者の孤独死の増加している。 

要  因 

○高齢による身体機能の低下や運転免許証の返納等に伴う足の確保が要出

ない。 

○近所にあった八百屋やスーパーが閉店してしまった。 

○若い世代の都市部への流出等による、高齢者のみの世帯の増加。 

○身体機能の低下等により外出の機会が減り、地域との関わりが希薄になっ

ている。 

○アパート等での生活により、従来から地域との関わりが希薄である。 

○移動距離等の問題により、介護保険事業所のサービス提供が限られる地域

がある。 

○認知症に関する情報を発信する機会が少ない。 

援助目標（１年） 

【藤原】 

 ○ふくまち委員会で新たな地域課題を把握・共有するとともに、支え合い

の仕組みづくりについて協議する。 

 ○既存のサロンや自治会が継続して集いの場活動をできるよう支援する。 

  また、居場所の立ち上げ支援とともに、講座や広報等を活用し活動を広

く周知する。 

 

【三依】 

 ○地域の現状と課題を把握し、情報を共有することで、他機関と連携し課

題解決に向けた協議を定期的に実施する。 

 ○既存事業への参加を支援し、高齢者が気軽に外出・交流できる環境をつ

くる。また、介護予防に関する意識啓発を推進する。 



65 

長期目標 

○住民が地域でのつながりの重要性を認識し、見守り活動や生活支援などの

セーフティーネット機能と役割を持ち、住民相互の支え合いの場としての

「地域の居場所」を小地域単位で創出・継続していけるよう支援する。 

○日常生活圏域ケア会議等、既存の協議の場を活用し、専門職等の連携を強

化することで、地域課題を発見・明確化し、課題解決のための支援体制を

構築する。 

 

 

○協議体（ふくまち委員会）の進捗等 

開催状況 

【藤原】 

 1回開催 

 ・令和 4年 3月（書面開催） 

 

【三依】 

 1回開催 

 ・令和 4年 3月（書面開催） 

協議内容 

【藤原・三依共通】 

 ○新型コロナウイルス感染拡大の影響により書面形式にて、各居場所の活動状況等について情

報を共有した。 

 ○委員からは、「人によってコロナ感染症に対する危機意識が違うため、地域活動の働きかけ

が難しく、コロナ禍で集まることの難しさを痛感している」との意見があった。 

 ○実際に居場所を運営している委員からは、「活動内容がマンネリ化している」との意見があ

った。 

 ○生活支援コーディネーターから、出張シニア塾等既存のプログラムの活用を提案し、居場所

を継続するために必要な取組について、引き続きふくまち委員会で検討していくこととな

る。 
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○圏域内における今年度の活動状況と次年度の方針 

今年度の 

活動状況 

【藤原】 

 ○ふくまち委員会においては、顔を合わせた開催には至らなかったが、各居場所の活動状況等

について文書で情報共有を行うことができた。 

 ○地域交流の活性化については、関係機関と協力・連携しながら、栄養講座や出張シニア塾な

ど様々なプログラムを提案し内容の充実を図ることで、継続的な活動につながるよう支援す

ることができた。 

 

【三依】 

 ○ふくまち委員会においては、顔を合わせた開催には至らなかったが、各居場所の活動状況等

について文書で情報共有を行うことができた。 

 ○地域交流の活性化については、関係機関（地域おこし協力隊を中心に）と協力・連携しなが

ら、継続的に開催できるよう支援することができた。 

 ○生活支援コーディネーターとして、令和３年度は、独鈷沢自治会で「地域支え合いマップ」

の更新作業を行い、高齢者の実態把握に取り組むことで、災害支援も含めた支え合いの必要

性を地域住民と共有した。 

次年度の 

方針 

【藤原】 

 ○既存のサロンや自治会へ出張シニア塾等のプログラムを積極的に提案することで、内容の充

実を図り、居場所の継続支援につなげる。また、日常生活圏域ケア会議で把握した情報をふ

くまち委員会と共有することで、新規の「地域の居場所」の立ち上げにつなげる。 

 ○日常生活圏域ケア会議で実施している民生委員との座談会で収集した情報（集まる場所がな

い等）をふくまち委員会と共有することで、住民と専門職が連携し、地域課題に対応できる

仕組みを作る。 

 

【三依】 

○既存の居場所に対し、出張シニア塾等の提案をすることで内容の充実を図り、居場所の継続

支援につなげる。また、生活支援コーディネーターとして関係機関をつなぐことで、多機関

が居場所に関わる体制を作り、活動の継続を図る。 

○生活支援コーディネーターと関係機関で作成する「地域支え合いマップ」について、ふくま

ち委員会と情報共有しながら更新作業を行う。更新作業を通して、課題解決に向けた具体的

な取り組みについてふくまち委員会で検討する。 
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10 足尾圏域 

項  目 圏域内数 全市数 

人口 1,686人 79,820人 

 年少人口 

0～14歳（年少人口率） 
46人 

（2.7％） 

6,926人 

（8.7％） 

生産年齢人口 

15～64歳（生産年齢人口率） 
664人 

（39.4％） 

44,419人 

（55.6％） 

老齢人口 

65歳以上（高齢化率） 
976人 

（57.9％） 

28,475人 

（35.7％） 

自治会数 23 224 

世帯数 1,105世帯 36,610世帯 

民生委員児童委員 15人 233人 

 主任児童委員数 2人 26人 

単位老人クラブ数 6単位 95単位 

生活保護受給世帯数 15世帯 569世帯 

要介護認定者数 161人 4,279人 

 要支援１・２ 36人 877人 

 要介護１ 47人 1,112人 

 要介護２ 22人 767人 

 要介護３ 23人 623人 

 要介護４ 17人 596人 

 要介護５ 16人 304人 

高齢者世帯数 765世帯 17,869世帯 

 独居世帯数 443世帯 7,707世帯 

 高齢者夫婦世帯数 316世帯 10,162世帯 

緊急通報装置システム利用者数 99人 824人 
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○地区資源マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ↓マップへのアクセスはこちら↓ 

   http://www.shakyo-nikko.or.jp/publics/index/211/ 
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○社会資源（インフォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

住民活動 

通いの場「地域の居場所」 

・日光ちょきんアップ体操の活動 

（貯筋アップあかがね、上の平自治会、上間藤自治会、神子内

自治会） 

・その他 

（バンビクラブ Ashio、マージャン愛好会、上間藤自治会、砂

畑自治会、赤沢自治会、神子内老人クラブ、フラカトレア、フ

ォークダンス、カラオケ愛好会、編み物愛好会、金沢屋） 

生活支援の取り組み 
・移動支援（銅かもしか号） 

・身の回りのお手伝い（足尾地区社協訪問理美容サービス事業） 

 

 

○社会資源（フォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

社会福祉 

施設等 
高齢者福祉施設 

【介護保険施設】 

 ・日光・足尾地域包括支援センター 

 ・社会福祉協議会 足尾支所 地域包括支援センター窓口 

 ・社団医療法人双愛会 

  （介護老人保健施設、介護医療院、グループホーム、デイケア 

ショートステイ） 

 

【その他】 

 ・足尾保健・高齢者生活福祉センター「銅やまなみ館」 

活動拠点 

共同利用施設・ 

地域利用施設 

・足尾公民館 

・足尾市民センター 

・足尾原体育館 

・足尾向原テニスコート 

・足尾中央グラウンド（野球場、グラウンドゴルフ場） 

・足尾プール(小学校内※取り壊し予定) 

自治会館等 

・各自治会集会所 

・南部生活改善センター 

・東部生活改善センター 

その他 ・日光市足尾分庁舎（かんも茶論） 

公園 

・銅親水公園 

・花の渡良瀬公園 

・小滝の里園地 

・赤法華公園 
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医療機関 
・多島医院 

・足尾双愛病院 

その他利用可能な社会資源 ・足尾観光タクシー（タクシー業者） 

 

 

○人的資源 

項  目 内容など 

団体・ 

グループ 

等 

福祉活動団体 

・足尾地区社会福祉協議会 

・足尾地区老人クラブ連合会 

・更生保護女性会 

・足尾地区民生委員児童委員協議会 

ボランティアグループ 

・読み聞かせボランティア 

・けんこう愛好会 

・足尾郷ボランティアの会 

・足尾地域学習サポート隊 

ＮＰＯ ・足尾に緑を育てる会 

その他団体 ・足尾地区自治会長会 

 

 

○圏域内における地域活動等 

項  目 内容など 

地区社協 

ふれあい交流事業 
全地区対象の多世代交流事業として開催。 

令和３年度は、１０月に新型コロナウイルス対策をしながら実施。 

広報誌発行 地区社協広報誌「こうしんそう」を年１回発行。 

高齢者生活実態調査 

７５歳以上の全高齢者を対象とした調査。 

身体状況や困りごとを聞き取ることで福祉ニーズを把握し、既存

の事業の見直しや新たな資源開発につなげることを目的としてい

る。 

訪問理美容サービス 
外出困難者を対象とした訪問理容サービス。料金の費用補助を行

う。 
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銅かもしか号 

地区社協が実施団体となり、市内のスーパー、薬局を行き先として

実施している。 

当初は、地元のタクシー業者に委託していたが、平成３０年１１月

以降は、日光市社協から足尾地区社協が車輛を借り受け、ボランテ

ィア（銅やまなみ館生活援助員）の運転により実施している。 

令和３年度は、新型コロナウイルスの影響で実施できない月もあ

ったが、全１２回運行することができた。 

民生委員 

児童委員 

協議会 

80歳以上独居高齢者誕生訪

問 

高齢者の見守りを目的とし、８０歳以上の独居高齢者の誕生月に

粗品を持って訪問する。 

老人 

クラブ 

協議会 

グラウンドゴルフ 

輪投げ 

交流を目的としたスポーツイベント。 

市老連ニュースポーツ大会の予選を兼ねている。 

 

 

○地域課題 

課  題 

○過疎化、高齢化が著しく進行し、独居高齢者、高齢者世帯が増え、孤独

死のケースも出てきている。 

○高齢化に伴い交通弱者が増加している。気軽に利用できる交通支援の創

出が必要である。 

要  因 

○核家族化(若い世代の流出)により、地域の関係性の希薄化が進行してい

る。 

○商店の閉店や銀行の撤退など、まち機能の低下が進行しており、地区外

への移動手段がない方に生活上の困りごとが生じる。 

援助目標（１年） 

○地域の関係者と福祉の専門職が連携し、地区課題や個別課題などの様々

な課題を協議して解決することができるネットワーク体制を構築する。 

○身近な場所で「やりがい」と「生きがい」を感じることができる交流の

機会が創出できる。 

○生活困難を抱える当事者の生活実態を把握し、その解決のために、様々

な立場の人が協議し実践するような体制を整える。 

長期目標 

○移動支援の仕組みが整備され、運転することが困難になっても困らない

支え合いのまちが実現する。 

○地域や関係機関との連携が強化され、様々なくらしの悩みごとを受け止

め、解決する体制が整備できる。 
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○協議体（ふくまち委員会）の進捗等 

開催状況 
1回実施 

・令和 4年 3 月（書面開催） 

協議内容 

○新型コロナウイルス感染拡大の影響により、書面決議の形式に切り替えて実施した。 

 地域活動の進捗状況として、コロナ禍により自粛していた地域の居場所が徐々に再開されてい

ることや、日常生活圏域ケア会議での活動や社会福祉法人すかいの地域参加により、多種多様

な活動主体の連携によるネットワーク体制構築が進行していることを報告した。 

○令和４年度の方針として、令和３年度に引き続き、居場所の継続支援やネットワーク構築に向

けた働きかけを行っていくことをまとめた事務局案を提案し合意を得た。 

 

 

○圏域内における今年度の活動状況と次年度の方針 

今年度の 

活動状況 

○新型コロナウイルス感染拡大の影響により、地域活動が制限される傾向があったため、地域へ

の働きかけが充分にできない状態であった。そのため、令和３年度は福祉体制の基盤整備のた

め、地域と社会福祉法人の関係性構築を重点的に行った。 

 

○上記の結果、社会福祉法人すかいの地域参加が実現し、惣菜の購入が難しいとの声に応え、貯

筋アップあかがねの際にパン購買の機会を設ける、銅かもしか号への車輛貸出等（令和 4 年度

より貸出開始）を行うなどの成果を得ることができた。 

次年度の 

方針 

○地域の居場所については、新たな居場所設置と既存の居場所への継続支援を行っていく。 

 

○移動支援については、地区社協事業「銅かもしか号」をブラッシュアップすることで対応して

いく。 

 具体的には社会福祉法人すかいとの連携強化や新たな担い手（運転手）の確保を行い、安定し

て運営できるよう支援を行っていく。 

 

○地域と福祉の専門職、病院、各種団体や社会福祉法人間の連携を強化し、地区課題や個別課題

など協議するネットワーク体制を構築する 
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11 栗山圏域・湯西川圏域 

項  目 圏域内数 全市数 

人口 1,077人 79,820人 

 年少人口 

0～14歳（年少人口率） 
25人 

（2.3％） 

6,926人 

（8.7％） 

生産年齢人口 

15～64歳（生産年齢人口率） 
494人 

（45.9％） 

44,419人 

（55.6％） 

老齢人口 

65歳以上（高齢化率） 
558人 

（51.8％） 

28,475人 

（35.7％） 

自治会数 17 224 

世帯数 583世帯 36,610世帯 

民生委員児童委員 9人 233人 

 主任児童委員数 2人 26人 

単位老人クラブ数 9単位 95単位 

生活保護受給世帯数 3世帯 569世帯 

要介護認定者数 96人 4,279人 

 要支援１・２ 19人 877人 

 要介護１ 27人 1,112人 

 要介護２ 19人 767人 

 要介護３ 16人 623人 

 要介護４ 12人 596人 

 要介護５ 3人 304人 

高齢者世帯数 375人 17,869世帯 

 独居世帯数 165人 7,707世帯 

 高齢者夫婦世帯数 198人 10,162世帯 

緊急通報装置システム利用者数 34人 824人 
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○地区資源マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ↓マップへのアクセスはこちら↓ 

   http://www.shakyo-nikko.or.jp/publics/index/211/ 
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○社会資源（インフォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

住民活動 

通いの場「地域の居場所」 

・日光ちょきんアップ体操の活動 

 （日向地区有志） 

・スポーツ“グラウンドゴルフ”等 

 （川俣カフェ、青柳集まる会、黒部集まる会、野門集まる会、 

  湯西川集まる会） 

・その他 

 （上栗山カフェ、栗山 DIY、開運の湯、ひだまりファーム） 

生活支援の取り組み ・移動支援（栗山地区社会福祉協議会栗っ子送迎サービス） 

 

 

○社会資源（フォーマル系の資源） 

項  目 内容など 

社会福祉 

施設等 
高齢者福祉施設 

【介護保険施設】 

 ・藤原・栗山地域包括支援センター 

 ・社会福祉協議会 栗山支所 地域包括支援センター窓口 

 ・介護保険事業所西川デイサービスセンター（デイサービス） 

 ・介護保険事業所くりやま（デイサービス） 

 

【高齢者の生活支援サービス】 

 ・ひだまり（オアシス支援事業所） 

活動拠点 

共同利用施設・ 

地域利用施設 

【栗山】 

 ・栗山公民館 

 

【湯西川】 

・湯西川公民館 

・湯西川体験農業交流センター 

・川戸、仲内コミュニティセンター 

自治会館等 ・各自治会集会所 

公園 

【栗山】 

 ・栗山運動場 

 ・旧栗山中学校 

 ・川俣ふれあい広場 

 ・野尻公園 

 

【湯西川】 

 ・西川運動場 



77 

医療機関 

【栗山】 

 ・栗山診療所 

 

【湯西川】 

 ・湯西川診療所 

その他利用可能な社会資源 

【栗山】 

 ・キャンプ・イン・ドロブックル 

・上栗山オートキャンプ 

・旧栗山中学校 

・旧中央保育園 

 

【湯西川】 

 ・安らぎの森自然公園 

・公衆浴場 

・湯西川温泉 

 

 

○人的資源 

項  目 内容など 

団体・ 

グループ 

等 

福祉活動団体 

・栗山地区社会福祉協議会 

・栗山地区民生委員児童委員協議会 

・オアシス支援事業所ひだまり 

ボランティアグループ 

【栗山】 

・おはなしくらぶ 

・つくしんぼ 

その他団体 

【栗山】 

・栗山地区自治会長会 

・おやじの会 

・どろぶ（農業関係の活動をしている） 

・地域おこし協力隊 

・日光茅ぼっちの会 

 

【湯西川】 

 ・栗山地区自治会長会 

・女将の会 

・湯西川温泉森林愛護会、地域おこし協力隊 
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○圏域内における地域活動等 

項  目 内容など 

地区社協 

災害教室 
「栗っ子出前講座」のメニューとして地域に周知。 

希望のあった自治会や団体、集いの場で研修を実施していく。 

栗っ子出前講座 

平成３０年度からの地区社協新規事業。 

住民や地域で活動する専門職が講師となって居場所づくりや住民

の学習活動を促進していく。 

クリヤマルシェ開催事業 

住民主体のまちづくりとして令和２年度から開催。 

趣味や特技を活かした住民の社会参加と地域の魅力の発信を行っ

ていく。 

栗っ子未来募金 
平成３０年度から栗山地区社協の財源確保の手段として募金活動

を開始した。 

広報発行事業 
年１回発行。全戸配布。 

地区社協の事業紹介及びボランティア募集等を掲載している。 

栗っ子送迎サービス 運転ボランティアによる移動支援サービス 

交流活性化事業 
住民相互の交流の活性化を目的に平成３１年度から地区社協の新

規事業として予算化。 

民生委員 

児童委員 

協議会 

定例会 概ね月１回開催。情報共有や支援困難事例の検討等を行う。 

高齢者福祉マップ 

地域の福祉情報の視覚化を図り、各民生委員が把握している情報

をもとに作成したマップ。 

高齢者の世帯状況や利用している福祉サービスが分かるようにな

っている。 

老人 

クラブ 

協議会 

スポーツ大会 交流を目的としたスポーツ大会 
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○地域課題 

課  題 

【栗山】 

 ○高齢化の進行に伴い交通弱者が増加し、日常生活（通院・買い物等）

が困難になってきている。 

 ○介護サービス（社会資源）が少なく、希望するサービスが利用できな

いことがある。 

 

【湯西川】 

 ○独居高齢者、高齢者世帯の増加 

 ○高齢化により日常生活（通院・買い物等）が困難になってきている。 

 ○会員減少により解散する老人クラブもあり、活動が縮小している。 

 ○介護サービス（社会資源）が少なく、希望するサービスが利用できな

いことがある。 

要  因 

【栗山】 

 ○若い人達は栗山地域を離れて生活している。 

 ○商店や診療所まで遠く、交通機関もない（市営バスはあるが、本数も

少なく最終も早い時間に終わってしまう。診療所へも曜日で向かう方

面が決められている。） 

 ○単位老人クラブでの役員を引きうける人がいない。一部の役員の負担

が大きい。 

 ○移動距離等の問題により、介護保険事業所のサービス提供が限られ

る。訪問・通所サービスに関しては、日光市社協の事業所のみ。 

 

【湯西川】 

 ○若い人達は湯西川地域を離れて生活している。 

 ○商店や診療所まで遠く、交通機関もない（市営バスはあるが、本数も

少なく最終も早い時間に終わってしまう。診療所へも曜日で向かう方

面が決められている。）。 

 ○単位老人クラブでの役員を引きうける人がいない。一部の役員の負担

が大きい。 

 ○移動距離等の問題により、介護保険事業所のサービス提供が限られ

る。訪問・通所サービスに関しては、日光市社協の事業所のみ。 

援助目標（１年） 

【栗山】 

 ○地域課題や解決策を検討するため、協議体による会議を開催する。 

  また、協議体で検討した事項について関係団体と協議していく。 

 ○住民が主役となり活躍していける、交流の場の創設及び既存の交流の

場の活性化を図る。 

 ○民生委員等の地域住民と専門機関等が連携し地域課題の把握や、地域

資源の確認・開発等が行えるよう連携強化を図る。 

 

【湯西川】 

 ○湯西川地区内における地域課題や解決策を検討するため、協議体によ

る会議を開催する。また、協議体で検討した事項について関係団体と

協議していく。 

 ○住民が主役となり活躍していける、交流の場の創設及び既存の交流の

場の活性化を図る。 

 ○民生委員等の地域住民と専門機関等が連携し地域課題の共有化や情

報交換等が出来るよう連携強化を図る。 
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長期目標 

【栗山、湯西川共通】 

 ○地域の中での支え合いなどのセーフティネット機能の基礎となる多

様なつながりや参加の機会を創出するため、地域における住民同士の

交流の場となる「地域の居場所」の立ち上げ支援や継続支援を行う。 

 

 ○地域の実状に合わせた住民主体の移動支援の取組を開発と同時に、生

活支援型の住民活動をどのように支えていくのかを検討していく。 

 

 ○地域と福祉の専門職、各種団体等が連携し、地区課題や個別課題等を

協議するネットワーク体制が構築できる。 

 

 

○協議体（ふくまち委員会）の進捗等 

開催状況 

【栗山】 

1回開催 

  ・令和 3年 4月 27日 

 

【湯西川】 

1回開催 

  ・令和 3年 4月 27日 

協議内容 

【栗山・湯西川共通】 

 ○協議体による会議は５月以降開催できなかったが、地域の居場所の役割と重要性を再確認

し、活動再開に向けて意欲的に取り組んでいくとの支援方針をまとめることができた。 

 ○高齢化の進行に伴い、移動困難者が増えている現状から、移動支援が取り組むべき課題だと

いう認識を共有できた。 

  今後は、各委員や関係団体と連携を図りながら移動支援を実施していく。 

 

 

○圏域内における今年度の活動状況と次年度の方針 

今年度の 

活動状況 

【栗山】 

 ○新型コロナウイルス感染症の影響により、事業の実施等に制限を受けた中での活動であった

がその中でもできることを実施し、関係機関や地域住民との関係性づくりや地域課題の把握

を行うことができた。それによって明確に行うべき活動（移動支援）が見えてきたため、前

進が見えた１年であった。 

 

【湯西川】 

 ○新型コロナウイルス感染症の影響により、事業の実施等に制限を受けた中での活動であった

がその中でもできることを実施し、関係機関や地域住民との関係性づくりや地域課題の把握

を行うことができた。それによって明確に行うべき活動（交流の場づくり・継続支援）が見

えてきたため、前進が見えた１年であった。 



81 

次年度の 

方針 

【栗山】 

 ○セーフティネット機能の基礎となる多様なつながりや参加の機会を創出するため、住民同士

の交流の場となる「地域の居場所」の立ち上げ支援や継続支援を行う。 

 ○地域の実状に合わせた住民主体の移動支援の取り組みを開発するとともに、生活支援型の住

民活動をどのように支えていくのかを検討していく。 

 

【湯西川】 

 ○セーフティネット機能の基礎となる多様なつながりや参加の機会を創出するため、住民同士

の交流の場となる「地域の居場所」の立ち上げ支援や継続支援を行う。 

 ○地域の実状に合わせた住民主体の移動支援の取組みを開発するとともに、生活支援型の住民

活動をどのように支えていくのかを検討していく。 
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令和４（20２２）年３月 

社会福祉法人 日光市社会福祉協議会 


